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資料4-5　討議議事録（第3回JCC（2017年1月11日開催、2017年1月23日署名））
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資料4-6 討議議事録（第4 回JCC（2017 年5 月31 日開催、2017年6月12日署名）



A4-134



A4-135



A4-136



A4-137



A4-138



A4-139



A4-140



A4-141



A4-142



A4-143



A4-144



A4-145



A4-146



A4-147



A4-148



A4-149



A4-150



A4-151



A4-152



A4-153



A4-154



A4-155



A4-156



A4-157



A4-158



A4-159



A4-160



A4-161



A4-162



A4-163



A
4
-
1
6
4



A
4
-
1
6
5



A4-166



A4-167



A4-168



A4-169



A4-170



A4-171



A4-172



A4-173



A4-174



A4-175



A4-176



A4-177



A4-178



A4-179



A4-180



A4-181



A4-182



A4-183



A4-184



A4-185



A4-186



A4-187



A4-188



A4-189



A4-190



A4-191



A4-192



 

 

 

 

 

 

 

資料 5 PO



 



資
料

5 
P
O

月順

西暦年

年次

月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月11月 12月 1月 2月 3月

2015年度 2016年度 2017年度

10月 11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 1月

2015 2016 2017 2018

30 31 32 33 3424 25 26 27 28 2918 19 20 21 22 2312 13 14 15 16 176 7 8 9 10 11

活動

1 2 3 4 5

6月 7月 8月 9月 10月

DKI及びPD PAL Jayaが、専門家の助言を得ながら、自らの担当業務執行に
必要な活動を具体的に規定する。

1-3

計画（2014年11月）

修正計画（2017年3月）

実績（2017年5月）

1-4 JICA専門家、DKI、PD PAL Jayaが下水道事業の実施に係るそれぞれの機
関の課題を抽出する。

計画（2014年11月）1-1 JICA専門家が、DKIの協力により、ジャカルタ特別州における下水道関連事
業の実施体制、実施状況を確認する。

修正計画（2017年3月）

実績（2017年5月）

1-2 JICA専門家とDKIが、DKIの下水道事業に関し、DGHSとBAPPEDA、Dinas
Tata Air等、PD PAL Jayaの担当業務を明確にする。

計画（2014年11月）

修正計画（2017年3月）

実績（2017年5月）

修正計画（2017年3月）

実績（2017年5月）

計画（2014年11月）

計画（2014年11月）

修正計画（2017年3月）

計画（2014年11月）

実績（2017年5月）

修正計画（2017年3月）

計画（2014年11月）

実績（2017年5月）

修正計画（2017年3月）

計画（2014年11月）

実績（2017年5月）

成果1（ジャカルタ特別州における、下水道事業の業務分担が明確になる。）に関する活動

成果2（下水道事業を計画するための職員の能力が強化される。）に関する活動

実績（2017年5月）

全体
活動

JCCを開催する。

2-4 DKIの職員が、専門家の助言を得ながら、ジャカルタ特別州の下水道事業の
運営や実施に関する地方条例案や実施細則案を作成する。

1-5 JICA専門家とDKIが、DKIの下水道事業に関し、DGHSとBAPPEDA、Dinas
Tata Air等、PD PAL+D47 Jayaの担当業務を明確にする。

1-6 下水道事業の実施組織、担当業務、権限等の実施体制をDKI内で組織決定
する。

2-1 JICAが下水道事業の実務担当者を育成するため、現地の課題、ニーズを調
査し、基本的な知識を修得する研修計画を立案する。

2-2 下水道に関する研修を行う。

2-3 DKIの職員が、専門家の助言を得ながら、ジャカルタ特別州の中期下水道整
備計画案を作成する。

修正計画（2017年3月）

計画（2014年11月）

実績（2017年5月）

修正計画（2017年3月）

計画（2014年11月）

実績（2017年5月）

修正計画（2017年3月）
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資料 6 現地研修計画書 
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1. 現地研修の概要 

現地研修の概要について、以下に示す。 

 

表 現地研修の概要 

項目 研修内容・実施手法 

研修目標 下水道事業の実施体制の構築を目的とし、DKIジャカルタ及びPD PAL 

Jaya 等ら職員が、下水道整備に係る計画、設計、施工管理等につい

て、技術面だけでなく、財務面等も含めた広範な基礎知識の習得を

図ることができる。 

研修対象者 BAPPEDA、Dinas Sumber Daya Air（旧 Dinas Tata Air）、PD PAL Jaya、

DGHS の幹部職員およびエンジニア 

研修科目 ① 下水道概論（下水道の役割、日本の経験） 

② 日本の下水道実施体制 

③ 地方自治体のケーススタディ 

④ 下水道整備手法（事例紹介） 

⑤ 行財政制度（日本・海外の事例紹介） 

⑥ 維持管理計画・民間事業者の活用施策 

⑦ 下水道経営 

⑧ 広報・広聴 

⑨ 分散型汚水管理の改善 

研修回数（現地） 各科目複数回実施（詳細は「表 2-16 研修・セミナー実績の詳細」、

「添付資料 6 現地研修計画書」参照） 

研修場所 BAPPEDA、Dinas Sumber Daya Air、PD PAL Jaya、DGHS 等の会議室

講師 コンサルタントチーム 

 

 

2. 現地研修の目的 

本技術プロジェクトのカウンターパートである各組織（DGHS、BAPPEDA、Dinas Sumber Daya 

Air、PD PAL Jaya）の職員への現地研修を通じて、下水道事業を計画するための職員の能

力が強化される。 
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3. 到達目標（研修計画全体） 

下水道事業の実施体制の構築を目的とし、DKI ジャカルタ 及び PD PAL Jaya 等ら職員が、

下水道整備に係る計画、設計、施工管理等について、技術面だけでなく、財務面等も含め

た広範な基礎知識の習得を図ることができる。 

 

 

4. 研修内容 

 

4-1 研修全体概念図 

研修全体の概念図は次頁の通り。 

 

4-2 研修対象者 

DKI ジャカルタに関連する下水道関係者（BAPPENAS、BAPPEDA、Dinas Sumber Daya Air、PD 

PAL Jaya）と DGHS に所属する職員（幹部職員およびエンジニア） 
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図 研修全体概念図 
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①下水道概論（下水道の役割、日本の経験） ①-1 下水処理場の用地面積 

①-2 下水道整備と運営のポイント 

③地方自治体のケーススタディ ③-1 北九州市の下水道マネジメントの経験 

④下水道整備手法（事例紹介） ④-1 下水道事業実施体制と下水道法規 

④-2 下水道行財制度基盤の強化 

④-3 ジャカルタ下水道における環境と課題 

⑤行財政制度（日本・海外の事例紹介） ⑤-1 海外における下水道事業実施体制と 

法体系の事例 

⑥維持管理計画・民間事業者の活用施策 ⑥-1 下水道維持管理の重要性 

⑥-2 効率的な下水道施設の維持管理 

⑥-3 施設維持管理一般及び水質管理 

⑦下水道経営 ⑦-1 日本都市部での下水道料金体系 

⑦-2 下水道事業体の資産運用管理 

⑧広報・広聴 ⑧-1 北九州市の下水道事業の広報活動 

研修科目 研修内容 

②日本の下水道実施体制 ②-1 日本にける下水道の実施体制 

研修目標 

⑨分散型汚水管理の改善 

⑨-2 日本や他国にける汚泥処理の財政 

⑨-4 汚泥処理と処分 

⑨-3 日本における分散型汚水管理の 

維持管理体制 

⑨-1 商業施設での個別汚水処理設備の 

維持管理改善 
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4-3 講義ごとの到達目標 

前述の 3. 到達目標（研修計画全体）を達成するべく、今回実施する 8 つの講義に係るそ

れぞれの到達目標を以下に示す。 

 

表 講義と到達目標 

講義名 到達目標 

講義 1：下水道概論（下水道の役

割、日本の経験） 

DKI ジャカルタの下水道関係者が、下水道の設置目的、

その仕組み、事業の運営方法、DKI ジャカルタの下水道

に求められる事項について理解を深め、DKI ジャカルタ

の下水道の建設、事業運営のポイントを理解する。 

講義 2：日本の下水道実施体制 日本における経験を参考にして、DKI ジャカルタにおけ

る下水道事業実施体制が構築される。 

講義 3：地方自治体のケーススタ

ディ 

北九州市の下水道事業の経験を参考に DKI ジャカルタが

地方自治体による下水道マネジメントを理解する。 

講義 4：下水道整備手法（事例紹

介） 

DKI ジャカルタが下水道実施体制の整備方針を持つこと

が出来るようになる。 

講義 5：行財政制度（日本・海外

の事例紹介） 

DKI ジャカルタが、ジャカルタに適する下水道行財政制

度を提案できるようになる。 

講義 6：維持管理計画・民間事業

者の活用施策 

下水関連部署の全ての人が維持管理の重要性を認識でき

るようにする。それにより、①予算担当部署は適切な予

算確保が出来るようし、②設計・工事関連部署は維持管

理を考慮した設計及び施設物を建設するようにし、③維

持管理担当部署は効率的な維持管理が出来るようにす

る。 

講義 7：下水道経営 DKI ジャカルタの下水道行政関係者が、下水道経営の基

本原則を理解し下水道条例に反映させることができるよ

うになる 

講義 8：広報・広聴 下水道を整備することによる生活環境の改善がDKI ジャ

カルタ市民にもたらす社会的・経済的な便益について市

民と行政が共有することで市民理解が深まり、下水道事

業を効果的に推進することがきるようになることについ

て理解を深める。 

講義 9：分散型汚水管理の改善 DKI ジャカルタの関係部局や公社が、分散型汚水管理の

改善のための諸制度（下水道条例を含む）を整備するこ

とが出来るようになる 

 

4-4 授業計画（シラバス） 

講義ごとの授業計画（シラバス）を次表に示す。 
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表 講義ごとの授業計画（シラバス） 

 

研修講義 1：下水道概説 

到達目標 DKI ジャカルタの下水道関係者が、下水道の設置目的、その仕組み、事業の運営方法、DKI ジャカ

ルタの下水道に求められる事項について講義及びディスカッションを通じて、理解を深め、DKI ジ

ャカルタの下水道の建設、事業運営のポイントを理解し、関係者自身が自分の考えを持つことを目

指すこととする。また今後重要な課題となると考えられる処理場用地及び面積の決定、下水汚泥の

広域処理に関しても講義、討議を通じて理解を深める。それにより、今後本格化する下水道事業を

より合理的、効率的に実施できるようにする。 

概要 本講義では、①下水道概説、②処理場用地及び面積、③汚泥の広域処理の 3テーマについて講義を

行う。 

①下水道概説では、下水道全般についての理解を深めるとともに、DKI ジャカルタに特徴的な課題

を理解し、事業を進めるうえで特に留意する点を理解する、②処理場用地及び面積では、処理場用

地の決め方、その必要面積の求め方を理解する、③汚泥の広域処理では、現在の処理区割りとその

想定される処理場用地を考えるといずれも面積が狭小であると想定され、その課題解決の 1手段が

と想定汚泥の広域処理の概要とその課題についての講義を行うとともに、DKI ジャカルタへの適用

に関するディスカッションを行う。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2016 年 8 月 下水処理場

の用地面積 

処理場用地とそ

の面積の決め方

について論点を

講義、討議する。

1. 計画汚水量 

2. 処理場の必要面積 

3. 処理場用地の選定 

 

金井

第 2回 2017 年 1 月 下水道整備

と運営のポ

イント 

下水道の概要に

ついて講義する

とともに、DKI ジ

ャカルタの課題

について討議を

行う。 

 

1. 下水道の歴史と目的の変遷 

2. 管渠の計画 

3. 処理場の計画 

4. 維持管理 

5. 財源 

6. 事業運営 

金井
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研修講義 2：日本の下水道実施体制 

到達目標 日本における経験を参考にして、DKI ジャカルタにおける下水道事業実施体制が構築される。 

概要 本講義の目的は、インドネシア側の職員が、DKI ジャカルタにおいて下水道の実施体制、条例等の

法的枠組みを自らが構築するための材料や事例を伝え、ディスカッションを通じてインドネシア側

が組織や運営方法を構築することである。 

そのための講義内容として、①日本の下水道の歴史、②法制度（条例を含む）、③事業運営体制、

④下水道財政（国の補助、下水道使用料など）、⑤技術基準、⑥人材育成などについて日本の事例

を参考となるように紹介する。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2017 年 5 月 日本におけ

る下水道事

業の実施体

制 

下水道事業のプ

ロジェクトサイ

クル（計画、設

計・建設、維持

管理）における

事業実施方法に

ついて解説 

下水道事業のステップ（計画、設計、

建設、維持管理）ごとの実施主体や関

係団体、関係する基準などを説明し、

下水道事業に関係する関係団体や法

律条例、資金等の必要な要素について

説明し、ディスカッションする。 

河井

 

研修講義 3：地方自治体のケーススタディ 

到達目標 北九州市の下水道事業の経験を参考に DKI ジャカルタにおける下水道マネジメントを理解する。 

概要 日本では、下水道事業の実施主体は地方自治体が担っており、事業実施に必要となる事業運営の方

針決定や経営マネジメント、自治体条例の策定などは国の法律（下水道法や水質汚濁防止法など）

に従い自治体が独自に行っている。 

さらに、円滑な下水道事業運営を図るため、自治体の業務は、下水道施設整備（管渠・ポンプ場・

処理場など全ての施設）に係る計画策定から設計、施工、竣工検査、維持管理業務など、多岐に渡

っている。 

そこで、本研修では、国と地方自治体との役割分担、地方自治体と住民との役割分担や自治体の組

織体制づくり、経営の考え方、各種条例・基準づくりなど、自治体がもつノウハウの移転を図る。

具体的な講義課目としては、①自治体の業務と組織体制、②自治体条例・基準の策定、③下水道事

業の経営管理、④下水道の整備効果と経営改善の取組み、など講義を行う予定である。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2016 年 10 月 北九州市の

下水道マネ

ジメントの

経験 

国と地方自治体、地方

自治体と住民との役

割分担、自治体の組織

体制づくり、経営の考

え方、各種条例・基準

づくりなど、自治体が

もつノウハウの修得 

1. 下水道概要 

2. 下水道の進捗 

3. 紫川の水質改善と都市開発 

4. 市民啓発イベント 

5. 下水道事業体制 

6. 北九州市の下水道の歩み（ビ

デオ） 

中村
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研修講義 4：下水道整備手法（事例紹介） 

到達目標 DKI Jakarta が下水道実施体制の整備方針を持つことが出来るようになる。 

概要 下水道整備は、中長期の整備目標を実行可能とするための行財政制度との組み合わせが重要である

と考える。まずは、中長期目標を前提とし、整備方式の違いによる得失を、カウンターパートが理

解することが重要である。実施可能な整備計画であるのか、検証し、中長期目標にフィードバック

する。 

また、行政の財

政支出を抑え

るために、民間

都市開発プロ

ジェクトと連

携し、公共事業

の一部を肩代

わりさせるな

ど、下水道の接

続義務や建築

確認申請等の

法制度と連携する運用が有効である。都市開発プロジェクトの事業地内では分流式下水道を整備

し、公共下水道が整備された時点で、我が国は公共へ移管する方式を採用している。ジャカルタに

おいても、財政負担能力の高い富裕層（高層ビル等の大規模再開発プロジェクト）を公共下水道へ

取り組むことは、下水道経営の観点からも重要な手法である。 

ハウスコネクションが整備されるまでの長期間において、下水道処理区域においてもセプティック

タンクが存知されるので、公共下水道によるセプティックタンク汚泥処理は、日本の多数の都市、

マニラ、バンドン、マレーシア等で実施されている。 

日本が経験してきた様々な下水道整備手法を使い分けることで、ジャカルタの社会的・経済的条件

に適した下水道整備手法が考案できる。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2016 年 4 月 下水道事業

実施体制と

下水道法規 

下水道の整備方

策、下水道法の

体系 

下水道経営の観点からの下水道整備

方策を、日本、海外の事例を知る。 

下水道法の体系を知ることにより、下

水道に求められる業務の全容を修得

する。 

井上

第 2回 2016 年 10 月 下水道行財

制度基盤の

強化 

海外の下水道事

業者の整備手法

および実施体制

日本を含む海外の下水道事業者の業

務、組織、規模、整備手法を研究する。 

井上

第 3回 2017 年 1 月 ジャカルタ

下水道にお

ける事業環

境と課題 

ジャカルタに適

する下水道実施

体制 

ジャカルタの下水道整備計画を踏ま

えた下水道実施体制の段階的な整備

方策を研究する。 

井上

表 整備方式の違いによる整備効果の得失 

 分流式下水道 インターセプター方式下水道 

下水道のサービス

水準 

高い 水環境・衛生環境改善に特化す

る 

下水道整備の速度 遅い 段階的に整備水準を引き上げる

交通への影響 極めて深刻 比較的容易 

事業費の配分 幹線管路（公費）～ハ

ウスコネクション（私

費）まで、均衡ある投

資が必要 

根幹的施設に重点投資 

下水道の役割の発

現効果 

遅い 早い 

下水道料金の賦課 接続時の契約事項で、

容易 

処理区域の告示・接続義務等の

法的裏付けを要する。 
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研修講義 5：行財政制度（日本・海外の事例紹介） 

到達目標 DKI Jakarta が、ジャカルタに適する下水道行財政制度を提案できるようになる。 

概要 講義 4に記述する下水道整備手法と行財政制度の観点から、下水道条例や要綱類等について、事例

を紹介する。 

下水道条例は、下水道の整備・管理責任を明確にすること、良質の下水道を整備するための下水道

の構造・技術者の資格・土地の使用・排水設備の設置届け、開発指導要綱、下水道を良好な状態に

維持するための事業場排水指導、財政的裏付けとなる下水道への接続義務・供用開始区域の告示・

下水道料金の賦課・下水道使用料体系で構成される。標準的な条例とその運用について例示し、ジ

ャカルタに適した行財政制度を構築するための研修とする。カウンターパートの理解を促すために

は、単に、事例を紹介するのみならず、歴史的な経緯を示すことで、各条項の必要性を解説するこ

とが重要であると考える。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2016 年 11 月 海外におけ

る下水道事

業実施体制

と法体系の

事例 

各国の事例紹介

を通じ、下水道

整備手法と行財

政制度の観点か

ら、下水道条例

や要綱類等の習

得 

各国における下水道整備方針、下水道

法の体系を紹介し、下水道整備手法と

行財政制度の観点から、下水道条例や

要綱類等について学ぶ。 

・インターセプター方式下水道の事例

と特長を理解し、都市開発プロジェ

クトと連携した分流化の方策の修

得。 

・下水道におけるセプティックタンク

汚泥処理の成功事例の修得。 

・下水道の接続義務・排水設備の設置

届け等の指導に関する実務の修得。 

・下水道統計資料・PI 指標を活用する

経営改善の方策の修得 

井上
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研修講義 6：維持管理計画・民間事業者の活用施策 

到達目標 下水関連部署の全ての人が維持管理の重要性を認識できるようにする。それにより、①予算担当部

署は適切な予算確保が出来るようし、②設計・工事関連部署は維持管理を考慮した設計及び施設物

を建設するようにし、③維持管理担当部署は効率的な維持管理が出来るようにする。 

概要 本講義では、①施設維持管理の重要性、②施設維持管理一般、③水質管理及び施設メンテナンス、

④効率的な維持管理方法といった維持管理全般をテーマとした研修を行う。 

各研修では、まず下水道施設の維持管理一般的概念・概要に関する講義を行う。次に、DKI ジャカ

ルタの下水道事業の現状を踏まえて、現存施設及び今後整備される施設の維持管理について議論を

行い、DKI ジャカルタ政府が①効率的な維持管理技術の確保、②有能な維持管理技術要員の確保、

③効率的な維持管理政策の確保を行う上で必要となる能力の強化を図る。現地研修では講師による

一方的な講義だけではなく、講師と研修員が討論を行うことにより、DKI ジャカルタにおける問題

点を明確に認識し、解決策を導き出す手法を学ぶこととする。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2016 年 4 月 下水道施設

維持管理 

日本の下水処理

施設の維持管理

費 用 等 を 例 示

し、維持管理の

重要性を認識さ

せる。 

維持管理の重要性について 

1. 維持管理費用 

2. 財源問題 

3. 省エネルギー施設設計・建設の重

要性等を中心に説明、討議を行なう。 

金 

第 2回 2016 年 11 月 効率的な下

水道施設の

維持管理 

日本の例などを

挙げて、効率的

な維持管理の必

要性を説明 

効率的な維持管理について 

1. 施設設計 

2. 建設 

3. 維持管理の面から 

説明、討議を行なう。 

金 

第 3回 2017年1月－

2月 

同上 同上 同上（第 2回のフォローアップ） 金 

第 4回 2017 年 2 月 施設維持管

理一般及び

水質管理 

日本の例などを

挙げて、施設維

持管理の一般及

び水質管理につ

いて説明 

施設維持管理手法及び水質管理の一

般的な方法の説明、討議を行なう。 

金 
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研修講義 7：下水道経営 

到達目標 DKI の下水道行政関係者が、下水道経営の基本原則を理解し下水道条例に反映させることができる

ようになる 

概要 DKI の下水道の実施体制は、日本の多くの都市におけるような下水道行政と実施を同一の機関（下

水道局又は下水道公社）が一元的に担う体制とはなっておらず、下水道行政・計画・施設整備は

DKI ジャカルタ Dinas Sumber Daya Air が担い、料金徴収も含めた下水道施設の運転維持管理を別

会社の PD PAL Jaya が担当する、という体制になっている。 

このような状況を踏まえ、下水道経営に関する講義には、DKI ジャカルタ Dinas Sumber Daya Air

と PD PAL Jaya が一体となって、DKI の下水道事業を円滑に経営出来る能力を身に付けることを目

指すべく、①運営指標に基づく下水道事業経営、②日本の自治体の下水道予算と下水道会計の仕組

み、特に、自治体の一般会計から下水道会計への「繰り入れ」の仕組みの説明、③日本の下水道料

金の仕組みについての説明、④アセットマネジメント、⑤他の開発途上国の下水道料金制度の紹介、

を含むものとする。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2016 年 10 月 日本都市部

での下水道

料金体系 

日本の下水道事

業経営の基本原

則が下水道条例

にどのように反

映しているか、

を説明する。 

日本の下水道事業経営の基本原則が

下水道条例にどのように反映してい

るか、を説明する。 

橋本

第 2回 2017 年 1 月 下水道事業

体の資産運

用管理 

日本の地方自治

体の下水道事業

会計、運営指標

に基づく下水道

事業経営、アセ

ットマネジメン

ト、について説

明する。 

① 日本の地方自治体の下水道事業

会計 

② 運営指標に基づく下水道事業経営 

③ アセットマネジメント 

橋本
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講義 8：広報・広聴 

到達目標 下水道を整備することによる生活環境の改善がジャカルタ市民にもたらす社会的・経済的な便益に

ついて市民と行政が共有することで市民理解が深まり、下水道事業を効果的に推進することがきる

ようになる。 

概要 下水道事業を発展・持続的に進めていくためには、下水道の利用者である住民に対して、下水道の

必要性や下水道事業の理解を深める事が必要となる。一方、サービスを提供する地方自治体におい

ても、住民意見・ニーズ把握が必要である。そこでは、住民と自治体間における良好な関係を構築

するための緊密なコミュニケーションづくりは事業推進に必要不可欠であるため、広報・広聴活動

は、重要な取り組みとなる。 

広報・広聴活動の具体的な活動として、北九州市では、下水道整備による水環境改善の事例を伝え

ることのほか、施設計画や工事着手前の段階における住民説明会の開催、施設供用開始後の利用マ

ナー向上に向けた啓発、料金徴収における住民理解の促進、下水道の正しい理解と知識の定着を図

るため、幼少期からの環境教育にも注力し、上下水道の仕組みを分かりやすく解説した冊子の作成、

さらに、市民モニター制度の創設、施設見学会や市民参加型イベントの開催等、住民と行政との双

方向のコミュニケーションを図る活動を実施している。 

これら長年にわたり実施してきた広報・公聴活動に関する経験を踏まえ、DKI の実情に合致した活

動提案を含む効果的な技術移転を進めていく。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2017 年 2 月 北九州市の

下水道事業

の広報活動 

北九州市の下水

道事業の広報活

動 

1. 下水道広報 

2. 下水道広報の変遷 

3.「下水道の普及」に向けた広報活動 

4.「下水道の理解」に向けた広報活動 

5. その他 

中村
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講義 9：分散型汚水管理の改善 

到達目標 DKI の関係部局や公社が、分散型汚水管理の改善のための諸制度（下水道条例を含む）を整備する

ことが出来るようになる 

概要 ジャカルタ汚水管理マスタープラン（2012 年）では、ジャカルタの汚水管理は下水道整備を主な

手段として行うこと、ただし、下水道整備には長時間を要することから、下水道が整備されるまで

の間、分散型汚水管理システム（家庭のセプティックタンク及び商業ビルの個別汚水処理プラント

（ITP））の維持管理を改善することにより、総合的に汚水管理を改善することを提案している。具

体的には、現状、ジャカルタのセプティックタンクや ITP の汚泥管理が適切に行われていないこと

により、水域汚染や地下水汚染を引き起こしていることから、汚泥管理の改善のため、定期汚泥引

き抜き制度の導入と汚泥処理能力の強化、それを実現するための諸制度の改善を提案している。又、

既存の家庭用セプティックタンクの大部分がブラックウォーターのみを処理し、グレーウォーター

を処理しないタイプ（Conventional Septic Tank (CST)）であるため、グレーウォーターが未処理

のまま放流され水域汚染の原因となっていることから、ブラックウォーターとグレーウォーターの

双方を処理するタイプ（Modified Septic Tank (MST)）への転換を促すことも提案している。 

同マスタープランの分散型汚水管理システムの改善提案を実現するために、必要な助言を行う。分

散型汚水管理システムの改善には、DKI だけでも、BAPPEDA, Dinas Tata Air, BPLHD, PD PAL Jaya

など多数の機関が関係し、又、改善項目によっては、Cipta Karya など中央政府機関も関係するこ

とから、先ず、分散型汚水管理において必要な項目を列挙して説明し、日本では各項目について誰

が何をしているか、を説明し、それを踏まえて、ジャカルタにおいて改善するためには何が必要か、

を議論し、それを条例化するための実習を行う。 

回数 時期 
授業内容 

（タイトル） 

授業内容 

（概要） 
授業内容（詳細） 講師

第 1回 2016 年 10 月 商業施設で

の個別汚水

処理設備の

維持管理改

善 

商業施設の個別

汚水処理設備に

類似する中・大

型浄化槽の維持

管理に係る日本

の規制制度を紹

介。 

① JICA N/P 等におけるジャカルタの商

業施設の個別汚水処理設備の維

持管理改善策をレヴュー。 

② 日本の浄化槽法及び関連省令にお

ける中・大型浄化槽の維持管理に

関する規制内容を説明。 

橋本

第 2回 2017 年 1 月 日本や他国

における汚

泥処理の財

政 

オンサイト汚泥

管理の財政制度

の事例として、

日本、マニラ市、

ハイフォン市、

マレーシアの制

度を説明。 

① 定期汚泥引抜きの環境改善効果に

関する研究事例を紹介。 

② 日本のオンサイト汚泥管理に関す

る財政の仕組みを説明。 

③ マニラ市、ハイフォン市、マレージア

におけるオンサイト汚泥管理の財政

制度を比較し説明。 

橋本

第 3回 2016 年 11 月 日本におけ

る分散型下

水処理施設

の維持管理

オンサイト汚水

処理設備の具体

的な維持管理手

法を概説。 

① 日本の家庭用浄化槽の具体的な維

持管理項目を説明。 

② ジャカルタの商業施設の個別汚水

処理設備は日本の中・大型浄化槽

雲川

A6-14



13 

体制 に類似することを指摘し、日本の

中・大型浄化槽の具体的な維持管

理項目を説明。 

第 4 回 2017 年 2 月 同上 同上 同上 橋本

第 5回 2016 年 11 月 汚泥処理と

処分 

オンサイト汚水

処理施設の維持

管理の要諦であ

る汚泥管理のポ

イントにつき概

説。 

① オンサイト汚泥の発生量の予測方

法の説明。 

② 汚泥引抜き・運搬・汚泥処理・処分/

再利用の各段階における汚泥管理

のポイントにつき、説明。 

③ オンサイト汚泥の処理技術につい

て説明。 

森田

第 6回 2017 年 2 月 同上 同上 同上 橋本

 

******* 
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資料 7 本邦研修概要と評価会要旨 

資料 7-1 評価会要旨（第 1 回本邦研修） 

資料 7-2 評価会要旨（第 2 回本邦研修） 

 



 



資料 7-1 評価会要旨（第 1回本邦研修） 

コース名 インドネシア下水道事業経営 

日時・場所 平成 28 年 2 月 26 日(14：00～15:00) JICA 九州 第一会議室 

出 席 者 

(○印は司会

者） 

神野右文 北九州市上下水道局海外・広域事業部海外事業担当課長 

黒田誠 北九州市上下水道局海外・広域事業部海外事業課担当係長 

松本実 北九州市上下水道局（本プロジェクトチーフアドバイザー） 

大橋隆史 日本テクノ株式会社 

河井竹彦 一般財団法人下水道事業支援センター 

横内宣明 JICA 地球環境部 環境管理グループ （＊TV 会議にて参加） 

○多久和さやか JICA 九州 研修業務課 

研修員 6名、研修監理員 1名 

（敬称省略） 

冒頭、司会者より評価会の趣旨が伝えられた。案件目標を確認した後、研修員に対して以下の項目について発言を

求めた。発言に際して各研修員より日本側に対する感謝が寄せられた。 

●案件目標の達成度について 

Agus：下水道は初めて担当する分野。研修の講義・視察とも有益であった。ジャカルタ（以下、「DKI」）の下水道整備

ではさまざまな問題に直面すると思うが、日本チームと一緒に解決していきたい。 

Arie：新たな知見を得ることができた。DKI の下水道整備の大きな課題は、用地の確保と組織体制である。 

組織体制のあり方については本研修が多いに参考になった。できる限り視察を増やして欲しい。 

Yudi：多くの知見を得た。自国での下水道整備を迅速に進めるために、条例を含む法令の整備と予算の確保が必要。

公債の発行には議会や市民の理解を得る必要がある。この 2点についてもっと知りたい。 

Erwin：日本が関わっている DKI の処理区（ゾーン）１と 6については、どの処理方法を採用するか、早急に決める必

要がある。研修ではさまざまな処理方法について学んだ。下水道整備には関係機関の連携が必要。研修で得

た知見を活かしていくつもりだ。 

●有益だった研修項目について 

Arie：視察。特に下水処理場の視察。 

Cipta：計画、財政、アセットマネジメント、人材育成。計画が良ければ良い成果が得られると思う。 

Erwin：DKI は起伏に乏しい地形のため、自然流下が期待できない。オンサイト処理も必要。 

Agus：下水道は収益を生み出せる「事業」で、経営の視点が必要だということ。 

Rizky：下水道事業の普及には、行政、市民、民間の協力が欠かせない。 

Yudi：市民や子供向けの広報施設の視察。展示物や体験を通じて環境保全や下水道の役割に関する認識を高めること

ができる。DKI でも簡易な展示会を催して、市民への啓発を行いたい。また、下水道の整備や維持管理の財源

に関する項目も大変参考になった。 

●本邦研修に対する要望 

Arie & Cipta：事例研究を取り入れた演習を研修の後半で行う。 

Agus：期間を１ヶ月にし、研修内容を増やす。またすべての関係部署が研修に参加できるようにする。 

Arie：議会や市民の理解を高めるために、指導的な立場の人を研修に参加させるようにしてほしい。 

●プロジェクトに関連して日本側へ期待すること 

Arie：下水道事業に対する利害関係者（特に議会）の理解を得るための日本の経験を共有してほしい。 
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Erwin：DKI と北九州市が下水道分野で特別な協力体制を築けないか。 

●日本側のコメント 

神野：北九州市は DKI 下水道公社に対しては、これまで研修員の受入れや長期専門家の派遣などにおいて協力をして

いる。行政・市民・民間の協力が不可欠であるが、その中でも行政が中心になるべき。市民に対してわかり易

く伝える工夫が必要。今後も JICA を通じて DKI と協力していく。下水道の普及については 20 年～30 年とい

う長いスパンで見る必要がある。インドネシア側と意見交換をしながら進めていきたい。 

横内：プロジェクトの成功のために有意義な研修になったと思う。研修で得た知見を多くの関係者に広げていってほ

しい。下水道事業の普及には、良い計画だけではなく、継続性が必要。組織体制も常にあるべき姿を自律的に

検討することが求められる。そのためには人材の育成が必要である。事例研究による演習は、日本のコンサル

タント・チームが DKI を訪問する際に一緒に検討すると思う。日本とインドネシアが一緒に力を合わせていく

ことによってプロジェクトの成功につながると思う。 

最後に司会者が研修員の協力に感謝を述べて、評価会を終了した。 
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資料 7-2 評価会要旨（第 2回本邦研修） 

コース名 インドネシア下水道事業経営 

日時・場所 平成 28年 9月 2日(14：00～15:00) JICA 東京 302 会議室 

出 席 者 

(○印は司会

者） 

大橋 隆史 日本テクノ株式会社 

河井 竹彦 一般財団法人下水道事業支援センター 

○柏村 正允 JICA 地球環境部 環境管理グループ 

角田 聡子 JICA 東京 経済基盤開発・環境課 

研修員 9名、研修監理員 1名 

（敬称省略） 

冒頭、司会者より評価会の趣旨が伝えられた。案件目標を確認した後、研修員に対して以下の項目につい

て発言を求めた。発言に際して各研修員より日本側に対する感謝が寄せられた。 

●本邦研修に対する感想 

E r l y ： 研修内容について、理論と実践のバランスがとれており、非常に素晴らしかった。下水処

理場、再生水、汚泥処理を始めとして、全てよい学びであった。 

また、研修員が、皆所属先が異なっていた点もよかった。下水道に係るあらゆる関係者皆

で同じビジョンを持てて、共通できたため。これを機に下水道事業の推進役になりたいと

思う。 

R u d y ： 今回、本当にたくさんのことを学べた。最新技術も学べたが、我々は学んでいる最中であ

り、実際に利用するのはまだ先になると思う。 

北九州は 40 年かけて開発しており、このように熟した計画を立てることと継続性が重要

であることを学んだ。 

A r i m b i ： 国交省の訪問から始まり、最後の環境ミュージアム見学まで、下水道処理について広く学

べた。研修は、講義だけでなく、現場視察があったり、また内容についても予算、計画整

備等があったりと下水道事業に関して包括的に学ぶことができた。 

E k o ： 今回、国と地方の役割、法整備の必要性を学んだ。インドネシアの下水道の状況はまだ十

分ではないため、さらなる技術的な話ができるようにならなければならない。 

受益者負担についても、ソーシャリゼーションを通じて、日本の一軒一軒顔を見て伝えて

いくアプローチを取り入れられたらと思う。 

D w i ： 下水道整備に対し、国と地方と民間が同じ理解で、同じ法令の下で行われていることが日

本のいいところであり、インドネシアでは三者がそれぞれ法令を持っている状況である。

国が進めようとしても、民間が違うことをすることもあるので、日本のようになってほし

いと思う。 
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F a j r i ： 下水道処理のことについて知識を得ることができた。ジャカルタで下水処理を行っている

場所もあるが、日本のようにレベルは高くないため、帰国したら東京や北九州で見た物を

取り入れられるよう努力したい。 

個人的には、管渠に興味があり学ばないといけないと思っていたので、今後管渠の整備に

ついて学ぶ機会があれば、是非学びたい。 

H a r r y ： 本研修を通じて多くの知見を得ることができた。日本の自治体、民間、利用者のコミット

メントの高さはジャカルタでは見られない。 

特に興味を持ったのはオンサイト処理、浄化槽である。ジャカルタは 20 年にわたりオフ

サイト処理であり汚染が広がっている、そのためもっとオンサイト処理に関心をもつべき

だと思う。 

Ra chm adi： 下水道の整備、処理技術、浸水対策、様々な処理技術を学ぶことができた。日本ではたく

さんのミュージアム見学もあり、非常に勉強になった。 

インドネシアでも、日本にあるようなミュージアムを作れば、人々の理解促進につながる

のではないかと思う。 

●日本側のコメント 

柏 村 ： 日本の高い技術についてコメントがあったが、こと下水に関しては、もちろん日本で開発

した高度な技術もあるけど、基本的に他国のそれと変わらない、ただし、それ以上に、き

れいに整備されているという点が挙げられる。 

整備後、運転・維持管理はマニュアルに基づいて行われており、汚泥処理等、きちんとや

れていることが日本のいいところであって、よく見えるところでもある。 

施設ができることも必要ではあるが、きちんと運転されて、維持管理されて、ずっと続い

て使われていることが重要で合り、日本人はそこを重要視している。 

今回の研修も含めて、今後 JICA の協力は続くが、その中で施設を作ることも重要と思っ

ているが、ぜひ作った後の運転、維持管理についても重要視してほしい。 

研修の目的の 1つとして、日本を好きになってもらうということがあり、この研修を通じ

て、日本を好きになってもらえたら嬉しい。 

河 井 ： 水をきれいにする原理は 100 年前にできた活性汚泥を使っている。先代が、設計して、た

くさん失敗して今に至ることを理解してほしい。 

また、維持管理にお金のかからない方法を考えて欲しい。 

最後に司会者が研修員の協力に感謝を述べて、評価会を終了した。 
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Chapter‐1	Introduction	

1.1	Background	
 
The DKI Jakarta formulates a Medium Term Development Plan (RPJMD) every five years in each 
sector and implements the programmes and projects with the allocation of human and financial 
resources. RPJMD covers 14 sectors of education, health, public infrastructure, housing, spatial plan, 
transportation, environment, welfare, labor, support for SME, investment, administration, 
communication information, and trade. Sewerage development and wastewater management are one 
section of public infrastructure sector. 
Public infrastructure includes roads, bridges, airports, ports, special economic zones, flood control and 
drainage, drinking water and water resource, wastewater management, groundwater development, 
settlements and energy.  
 
The sewerage and wastewater management plan in the current RPJMD (2013-2017) has been 
formulated in line with the Revised M/P in 2012 supported by Japan International Cooperation 
Agency (JICA). Major projects in RPJMD (2013-2017) were limited to the implementation of 
sewerage systems of Zone-1 and 6, implementation of individual treatment plants (ITPs) at 
commercial and public facilities, construction of community wastewater system or SANIMAS, and 
septic sludge removal and sludge treatment. 
 
Meanwhile, the National Capital Integrated Coastal Development (NCICD) for improvement of water 
environment in Jakarta was formulated in 2014 and approved by the related ministries and agencies. 
NCICD plans to close the Jakarta Bay with Giant Wall to prevent ground subsidence and flooding, 
construct a rainwater adjustment reservoir, and improve transportation network, urban area, and water 
resources development.  Under NCICD, the accelerated sewerage development and appropriate 
wastewater management is indicated one of most important issues.   
 
DKI Jakarta integrated the updated JICA Master Plan (2012) and the National Capital Integrated 
Coastal Development (NCICD) and formulated the Acceleration Plan (2014) with PD PAL Jaya. The 
Acceleration Plan targets the coverage of wastewater treatment at 75% by 2022 the year of closure of 
the western Jakarta Bay. The wastewater treatment includes the centralized sewerage system, 
communal system and onsite sanitation. Reflecting the Acceleration Plan, the Governor Regulation No. 
42/2016 were enforced in 2016, which targets the coverage of “off-site” (centralized sewerage and 
communal system) at 65% and that of “on-site” sanitation at 35%. 
 
Based on such a change in the national and regional plan, the midterm sewerage development plan for 
the next five years (2018-2022) is under formulation by mainly the Urban Infrastructure Facilities and 
Environment Division, Regional Development Agency (BAPPEDA) and the Raw Water and 
Wastewater Division, Water Resource Agency (DSDA, former Dinas Tata Air) in DKI Jakarta.   
 

1.2	Purpose	of	Reference	of	RPJMD	(2018‐2022)	Sewerage	Section	
 
Medium Term Development Plan (RPJMD) of Jakarta DKI Year 2018-2022 is a regional development 
planning documents for a period of five years, which is a translation of the vision, mission and 
programmes of the governor, which would serve as guidelines and directives together for all 
stakeholders in governance and development areas in Jakarta period 2018-2022 synergistic, integrated 
and in line with national development over the next five years. 
This document is prepared as a reference for the wastewater sector of DKI Jakarta including the 
sewerage development and wastewater management. Also this document provides guidance for 
formulation of the Midterm Sewerage Development Plan (MSDP) prepared by the wastewater sector 
of DKI Jakarta. 
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1.3	Planning	process	
 
The preparation of the RPJMD sewerage section or Midterm Sewerage Development Plan (MSDP) 
involved a number of steps which are summarized below:  
 
Step1:	Review	of	Current	RPJMD	(2013‐2017)	and	Master	Plans	

The current PRJMD (2013-2017) and the related master plans (JICA M/P 2012, NCICD, Acceleration 
Plan) have been reviewed by BAPPEDA in order to analyze the sector development strategy and 
priority, current situations and issues related wastewater management, and planning requirements for 
the next five years.     
 
Step	2:	Prioritization	of	Sewerage	Zones	

Based on the contents master plans and current status, firstly criteria for the prioritization were 
considered such as project scale, cost efficiency, land availability, and other technical elements. Then, 
comparative evaluation on the characteristics of sewerage zones was conducted. After evaluation, and 
the priority of project implementation was examined.  
 
Step	3:	Planning	of	Implementation	Schedule	and	Cost	Estimation	

In estimating the project costs, two different scenarios were proposed; "Plan A" based on the 
Acceleration Plan to achieve the coverage of sewerage system at 65% by 2022 and "Plan B" to 
implement in steps the WWTPs and the trunk sewers in the Phase-1 sewerage zones, which were 
defined by the Governor Regulation No.41/2016, by 2030.  Based on these scenarios, the 
implementation schedule for each sewerage zone was developed. Then the engineering services (ES) 
and construction costs for each zone were estimated to calculate the annual budget requirement for 
each scenario.  
 
Step	4:	Drawing	of	Performance	Indicator	Matrix	

Using the standard template of PRJMD of DKI Jakarta, the matrix of performance indicators and 
annual targets of each programme for the sewerage and wastewater management was developed. The 
matrix is indicated the intervention schedule of planned programmes specifying annual target outputs 
in the next five years and the final target in the end of the year 2022.        
 
Step	5:	Drafting	of	Midterm	Sewerage	Development	Plan	

In the end, the draft midterm sewerage development plan was formulated in the same chapter 
configuration as the RPJMD DKI Jakarta.  The draft shall be shared and discussed at the Working 
Group meeting and finalized reflecting comments and modifications. 
   

1.4 Institutional framework 
 
For preparing the Midterm Sewerage Development Plan, a Task Force was organized of the officials 
of BAPPEDA and DSDA under the Project for Improving Planning Capacity for the Sewerage System 
in DKI Jakarta supported by JICA. 
 
BAPPEDA is responsible for formulating the Medium Term Development Plan (RPJMD) spanning 14 
areas of DKI projects. The sewerage and wastewater management part of the RPJMD is under 
responsibility of the Water and Environment Sanitation Sub-Division, Urban Infrastructure Facilities 
and Environment Division of BAPPEDA.  
 
Meanwhile, the Midterm Sewerage Development Plan will be formulated based on the data of the five 
year Strategic Programme created by the planning section of Raw Water and Wastewater Division, 
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DSDA. The Strategic Programme is formulated by the DSDA with a local consultant and includes a 
breakdown of project costs. 
 
PD PAL Jaya also formulates its own long-term five-year plan. This content is reflected in DSDA's 
Strategic Programme and BAPPEDA's Midterm Sewerage Development Plan. In addition, PD PAL 
Jaya has conducted the detailed engineering design (DED) of the Phase-1 sewerage zones except 
Zone-1 and 6 in order to accelerate the implementation of the sewerage systems. Since it is urgent, the 
DED was conducted without the Feasibility Study (F/S) for estimating the project costs and seeking 
the financial partners for each zone. The DED has been reviewed by in-house consultants to adjust the 
project costs by revision of the construction methods and unit costs of pipe works.    
 
Regarding the arrangement and location of the sewer pipes, pumping stations and wastewater 
treatment plants (WWTP), it is necessary to ensure consistency with the Detailed Spatial Plan (RDTR) 
of the Urban Planning Environment Bureau (BiroPKLH).  
 
In order to discuss and solve the issues related to wastewater management, a Working Group (WG) 
was formed from the relevant institutions, under the Project for Improving Planning Capacity for the 
Sewerage System in DKI Jakarta. The members of the WG are listed below:   
 

 BAPPEDA 
 DSDA  
 PD PAL Jaya 
 Biro PKLH (City Planning and Environmental Bureau) 
 BPLHD (Regional Environment Management Board of DKI) 
 BPTSP (One-Stop Integrated Service Agency) 

 
Also the officers from the Directorate General of Human Settlements (DGHS), Ministry of Public 
Works and Housing were invited to the WG meetings not as the member but as the observer.   
 

1.5 Actual plan Formulation 
 
The following chapters comprise the RPJMD: 

 
Ch-1 Introduction 
Ch-2 General description of current conditions 
Ch-3 Financial and funding frameworks 
Ch-4 Analysis of strategic issues 
Ch-5 Vision, mission and objectives 
Ch-6 Strategy and policy direction 
Ch-7 Priority development programme 
Ch-8 Indication of implementation plan 
Ch-9 Performance indicators 
Ch-10 Transition guidelines and implementation rules 

 
Since this document has been prepared as a draft of RPJMD sewerage section, this chapter will 
describe the medium-term sewerage development plan according to the table of contents of RPJMD.  
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Chapter‐2	General	Description	of	Current	Conditions		
	
In the RPJMD, the Chapter-II consists of three sections as follows.  

 
CHAPTER-II GENERAL DESCRIPTION OF CURRENT CONDITIONS 
 2.1 Aspects of Geography and Demography   
 2.2 Aspects of Community Welfare   
 2.3 Aspects of Public Services   

 
Among them, the first and second sections are not specific or relevant to the wastewater 
management. Only third section requires the description of current situations of different sectors, 
therefore it will be described only section “2.3 Aspects of Public Services”.    

 

2.1	Aspects	of	Public	Services:	Wastewater	management	
 
2.1.1 Current Sewerage Conditions 
 
Currently only 4% of population in DKI is served by a centralized sewerage system, around 20% is 
using the communal system or the Individual Treatment Plant (ITP). Approximately 70% of the 
population is using the septic tank, and the rest of the population is discharging the wastewater directly 
into the canals and revers. The Existing centralized sewerage system covers only Zone-0 with a 
WWTP at Setiabudi, but its utilization rate is less than 50%.   The current conditions of wastewater 
management are illustrated in Figure 2.1. 
 
 

 
(Source: PD PAL Jaya presentation 2012)  
 

Figure 2.1 Current situations for wastewater discharge in DKI Jakarta 
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Majority of the area in DKI where there is not served by the sewerage system or communal system is 
using septic tanks either Conventional Septic Tank (CST) or Modified Septic Tank (MST).  Regular 
desludging service is carried out by PD PAL Jaya and private enterprises and the collected sludge is 
treated at the existing Sludge Treatment Plant (STP) in Duri Kosambi of 300 m3/d and Pulo Gebang 
of 300 m3/d.   
 
Regarding the sewerage development, DKI Jakarta territorial area is divided to 14 sewerage service 
zones. The Zone-1 and Zone-6 of the service zones has been financed by the State Budget (APBN), 
and started implementations such as feasibility study (F/S), site preparation and survey for Wastewater 
Treatment Plant (WWTP). Among the other zones, the Detailed Engineering Design (DED) of the 
priority 6 zones (Zone-2, 3, 5, 7, 8, 4+10) were carried out by PD PAL Jaya with the Regional Budget 
(APBD) in 2016. The DED was started without the F/S under the pressure of urgent implementation to 
meet the target of 65% of off-site coverage; therefore the DED is presently (Nov. 2016) reviewed by 
the consultants of PD PAL Jaya. 
 
2.1.2 Review of Master Plans 

 
(1) Master Plan (M/P) 2012 
The basis of the sewerage development of DKI Jakarta is the New Master Plan for Wastewater 
Management in DKI Jakarta (March 2012) formulated with the support from JICA. The target year of 
the M/P was 2012-2050. The M/P proposed the development plans for improvement of wastewater 
management in DKI dividing 15 sewerage zones (including Zone-0) and 3 development terms.  
 
In the master plan, after evaluation of sewerage zones based on the proposed criteria, Zone-1 and 6 
were selected as the first priority zones, and Zone-4, 5, 8 and 10 were categorized as the mid-term 
targets. The development terms were divided that short-term of 2012-2020, mid-term of 2021-2030, 
and long-term of 2030-2050. 
    
 
 
 

 
Target Year Zone 

Off‐site 

Short‐term 
2012‐2020 

1, 6 
(20%) 

Mid‐term 
2021‐2030 

4, 5, 8, 10 
(40%) 

Long‐term 
2030‐2050 

2, 3, 7, 9, 11, 
12, 13, 14 
(80%) 

 

 

 

 

Figure 2.2 Implementation Plan for Sewerage Zones (M/P)  
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 (2) National Capital Integrated Coastal Development (NCICD) 
 

The NCICD M/P has been developed to provide the sustainable and long-term flood protection from 
the sea and associated river and canal systems in North Jakarta.  
 

The M/P is composed of three phases. 
 
● Phase A: onshore sea dykes construction (2014-
2022);  
● Phase B: construction of the outer seawall in the 
western part of Jakarta Bay (2018-2025);  
● Phase C: constructing the outer seawall in the 
eastern part of Jakarta Bay (after 2025).  

Figure 2.3 Closure of Jakarta Bay (NCICD)  
 
It targets the onshore dykes will be completed until 2022, and the western part shall be closed between 
2022 and 2028.  
 
NCICD emphasizes the wastewater management is one of the most important components and pre-
conditions. According to the NCICD Executive Summary (version June 2015), NCICD will facilitate 
the implementation arrangements and will support acceleration of water quality improvement.    
   
Since the closure of western part of Jakarta Bay was initially planned by 2022, the western sewerage 
zones of coastal area became higher priority compared to the other zones. At the same time, the 
improvement of On-site system such as regular desludging and change of conventional septic tanks 
(CST) to modified septic tanks (MST) in the eastern coastal areas is planned as mid-term intervention 
to reach the target of 70% facility coverage rate.  
 
 
 

 
Target Year Zone 

Off‐site 

Short‐term 
2014‐2020 

0, 1, 6 
(23%) 

Mid‐term 
2018‐2022 

2, 3, 7 
(12%) 

On‐site 

Mid‐term 
2014‐2030 

4, 5, 8, 9, 10 + 
(35%) 

 
 

 

 
Figure 2.4 Implementation Plan for Sewerage Zones (NCICD)  
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(3) Acceleration Plan (PD PAL Jaya 2014) 
 
The latest sewerage development plan so called “Acceleration Plan” was formulated by PD PAL Jaya 
combined of the updated JICA M/P and the NCICD. Based on this Acceleration Plan, the Governor of DKI 
Jakarta has published a regulation (No.41/ 2016) regarding the development of infrastructure and facilities 
of domestic wastewater management. 
 
The first priority of sewerage development is Zone-1 and 6 in which the service coverage of wastewater 
service in DKI Jakarta is 23%. And the second priority Zones 2, 3, 4, 5, 7, 8 and 10 will increase the 
service coverage by 42%. In total, the target ratio of wastewater management services through the off-site 
centralized system is 65% by 2022.  Also the target ratio of wastewater management services through the 
on-site system is 35% in 2022. 
  
 
 
 
 
 

Target Year Zone 

Off‐site 

Short‐term 
2014‐2020 

0, 1, 6 
(23%) 

Mid‐term 
2018‐2022 

2, 3, 7,  
4, 5, 8, 10 
(42%) 

On‐site 

Mid‐term 
2014‐2030 

All zones 
(35%) 

 
 
 
 
 

Figure 2.5 Implementation Plan for Sewerage Zones (Acceleration Plan)  
 

2.1.3 Water Quality Issues 
 
The poor sanitation facilities and inadequate wastewater management in Jakarta has caused the 
environmental contamination. The surface and groundwater in Jakarta are seriously contaminated to 
be indicated “unacceptable pollution level”.     
 
According to the BPLHD report in 2013, the ground contamination by E-coli bacteria was found in 
90% of Jakarta. Regarding the surface water, among ASEAN capital cities, the level of BOD of major 
rivers were worst. Not only BOD but nitrogen (N) and phosphorous (P) are determined high level in 
Jakarta water environment. The installation of WWTPs and septic tanks with proper treatment 
technologies for removal of those items are vital and urgent issue.       
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Chapter‐3	Financial	and	Funding	Framework	
 
The third chapter of RPJMD comprises of the following three sections.  

 
CHAPTER-III FINANCIAL AND FUNDING FRAMEWORK 
 3.1 Regional Financial Performance   
 3.2 Financial Management Policy  
 3.3 Funding Framework  
 

The RPJMD will have an elaborated resource mobilization and financing strategy. In this regards 
DKI Jakarta therefore need to define and specify the strategies through which development 
resources to finance all the RPJMD activities identified will be mobilized and managed.  
In RPJMD, this chapter does not focus on the sewer sector as it describes the finances covering all 
sectors of DKI Jakarta. Here in this document D therefore it will be summarized the key issues of 
finance and funding scheme to implement the sewerage development projects, with the different 
sections from the table of contents of RPJM.  

 

3.1	Regional	Finance		
 
The budget at the regional or local government level is called APBD while the national budget is 
called APBN. The APBDs are prepared by the local governments and approved by elected local 
consultative assemblies known as DPRDs in each region. APBDs also require approval of the central 
government, specifically Ministry of Home Affairs, before implementation.  
 
For determining the future funding frameworks, it is necessary to analyze the implementation of 
APBD for five years, which consists of Regional Revenue, Regional Expenditure, and Regional 
Financing. The analysis of Regional Revenue and Regional Expenditure for the year 2013-2017 is 
currently carried out by the financial department of BAPPEDA. The results of the analysis will be 
summarized in the RPJMD (2018-2022).  
 
As a reference, the outline of APBD of DKI Jakarta for the year 2013-2017 projected in the previous 
RPJMD (2013-2017) is summarized below.   For details, refer to RPJMD 2013 - 2017. 
 
 (1) Revenue 
Revenue is composed of Local Own Revenue, Funding Balance and Other Regional Income. It was 
predicted that the total revenue would increase about 2.5 times from 2013 to 2017. This is due to the 
increase in incomes from adjustment of local taxes and tariff of certain regional taxes, increase in the 
number of taxpayers due to online taxation of automobile taxes, the result of cigarette tax revenue 
localization, and increase in the private income tax collection.  
 
 (2) Expenditure 
Expenditure is allocated based on the priority needs, which are divided into the Binding (Indirect) 
Expenditures and Priority Procurement. Priority procurement is classified of priority I, priority II and 
priority III, where priority I gets first priority, in consideration of urgency.  Priority III get budget 
allocation after priority I and II fulfilled its funding requirement. The main policy on the regional 
expenditure was to meet the implementation of the priority programmes which were determined 
higher priority of regional development for 5 years, and the implementation of other priority regional 
programmes in accordance with government affairs that must be implemented. 
 
(3) Finance 
Regional Financing means all revenues that need to be repaid and/or expenditures to be reimbursed 
both in the relevant fiscal year and in subsequent fiscal years. In terms of Receipts, it was estimated 
the receipt of More Budget Calculation (SiLPA) of previous Year and receipt of Regional Loan, i.e. 
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for Mass Rapid Transit (MRT) and Jakarta Emergency Dredging Initiative (JEDI) financing.  The 
More Budget Calculation (SiLPA) includes the exceeding of locally-generated revenue (PAD), 
exceeding of admission of funds and other legitimate local revenue. For the spending, it focused on 
Government Capital Investment (PMP) and principal debt repayment. 
 
(4) Funding framework APBD 2013-2017 
Summarizing the above items, the five-year funding framework was presented in the following table. 
The expenditure of priority II and III were calculated from the total revenue and other expenditures 
such as priority I by determination of the percentage considering the requirement and priority of 
fulfillment of the funding needs.   
 
Table 3.1 Projection of APBD of DKI Jakarta 2013‐2017 

(in Billion IDR) 

No.  Description  2013  2014  2015  2016  2017 

1. REVENUE  41,525 53,197 63,955 83,707  103,982

a  Local Own Revenue  26,670 34,258 40,100 47,902  57,376

  Local tax  21,918 28,457 33,883 41,228  50,200

  Local levis  1,500 2,207 2,369 2,547  2,743

  Results of local finance separated 415 615 719 841  948

  Other revenue   2,837 2,979 3,128 3,284  3,448

b  Funding Balance  9,248 15,130 21,783 33,590  44,244

  Tax‐sharing fund  8,692 14,492 21,094 32,793  43,336

  Non‐tax revenue share  255 281 295 324  340

  General allocation funds  301 357 393 472  566

c  Other Regional Income  5,605 3,807 2,071 2,215  2,360

2. EXPENDITURE  45,576 57,829 72,490 94,431  119,462

a  Indirect Expenditure  14,582 17,137 20,143 23,679  27,840

  Tied procurement  10,853 12,848 15,210 18,006  21,317

  Priority III  3,729 4,289 4,932 5,672  6,523

b  Direct Procurement  30,993 40,691 52,347 70,752  91,622

  Priority I  24,662 36,209 35,211 22,851  25,580

  Priority II  6,371 4,482 17,135 36,897  66,042

SURPLUS (DEFICIT)  (4,050) (4,632) (8,534) (10,723)  (15,480)

3. FINANCE  4,050 4,632 8,534 10,723)  15,480

a  Receipt  8,454 9,738 12,435 14,025  16,403

  Use of SiLPA  8,344 6,836 8,674 10,873  15,642

  JEDI loan forwarding  110 159 160 150  138

  MRT loan forwarding  ‐ 2,472 3,6003 3,001  622

b  Spending  4,403 5,105 3,900 3,301  922

  Government capital investment  4,345 5,105 3,900 3,301  922

  Main debt payment   58 ‐ ‐ ‐  ‐

TOTAL APBD (1+3a)  49,979 62,935 76,391 97,730  120,385

 (Source: RPJMD 2013‐2017) 
 
 
The table illustrates the total annual budget of DKI Jakarta in 2013 was calculated around 50 Trillion 
IDR and expected to increase up to 120 Trillion IDR in 2017.   
Actual performance and results of regional finance during the 2013-2017 will be reported in the next 
RPJMD (2018-2022).   
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3.2	Financial	Requirement	for	Jakarta	Sewerage	Development	
 
After the enactment of the Governor Regulation No.41/2016 based on the Acceleration Plan of Jakarta 
Sewerage Development prepared by the PD PAL Jaya, the targets of the sewerage implementation for 
the next midterm period by 2022 become very challenging. According to the Outline Business Case 
(OBC) Supplementary Study for Jakarta Sewerage System in Zone 1(2015) conducted by JICA, the 
total capital costs for the priority zones (Zone-1 to 11) are around 85-95 Trillion IDR, based on the 
cost estimation of the JICA M/P. Figure3.1 shows the requirement of the total capital expenditure for 
the priority sewerage zones.  
 

     
Figure3.1 Total Capital Expenditure for Sewerage Development of Priority Zones 
 
 
Approximately 27 Trillion IDR for the construction of WWTPs, 32 Trillion IDR for sewer pipelines, 
and more or less 35 Trillion IDR for house connections are required to implement the sewerage 
development in Jakarta priority zones.  
 
The cost for the house connection includes the on-site treatment in Zone-9 and 11. Also the cost for 
the pipeline includes the trunk sewer, secondary & tertiary sewer, interceptor chambers and pumping 
stations. However the cost estimations of the sewer pipe and WWTPs require review and adjustment 
due to the price escalation and change of technology from the M/P 2012.  The cost estimation of house 
connection, since it was very rough calculation, needs the adjustment as well.   
 
In order to achieve the certain level of coverage and services of both off-site and on-site wastewater 
management by 2022, increased mobilization of financial resources is inevitable.  Currently the main 
financial resources for sewerage development and wastewater management are the national and local 
budget (APBN/APBD) and foreign assistance such as ODA grants and loans.  Other opportunities for 
raising fund are Public Private Partnership (PPP) and Business to Business (BtoB) investment.      
 
The net section examines the available financial resources to fund the financial needs for initializing 
the sewerage development and wastewater management. Also, the three basic sources of revenue for 
the sustainable operation of sewage works, tariffs, taxes and transfer (3Ts) will be briefly explained.   
 
Rather than planning the financial strategies, a technical approach to minimize the requirement of 
initial cost by the step-wised development planning, which starts from implementation of trunk sewer 
(interceptor pipe) and smaller capacity of WWTP with minimum expenditure.  Concept of the step-
wised development and its suggested scenario will be explained the Chapter-7. 
 

(Source: OBC Supplementary Study, JICA 2015)
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3.3	Funding	Framework	
 
Feasible and sustainable financial arrangement is required for sewerage implementation in DKI 
Jakarta to achieve the development targets. For example of Zone-1 and 6, the construction of WWTP 
and sewers are financed by the ODA loans from the Government of Japan, meanwhile the construction 
of house connection will be funded by DKI Jakarta with APPD and payment by the beneficiaries.  
 
Among various financing options which are explained in this section, combination of (1) Grant 
finance (APBN/APBD), (2) Loan, and (3) Public-Private Partnership (PPP) is most applicable for 
accelerating the implementation of sewerage development.  
 
(1) Grant finance (APBN/APBD) 
 
In many countries, most existing wastewater infrastructure has been financed through allocations from 
national or local government budgets (APBN/APBD). The sewerage projects can be most promptly 
implemented by grant finance as long as there are no budgetary constraints.      
 
This finance also helps overcome lack of household or community willingness to pay for reduction of 
water pollution. The sewerage systems can cover operation costs at lower tariff rates, though the lower 
tariffs reduce incentive for households or industries to reduce water pollution. Since local governments 
only support facility construction, it reduces pressure to identify most efficient solution.  
 
(2) Loan finance 
 
Government or Multilateral Institutions, and International Financial Institutions (IFI) loans can be 
another option to mitigate the budgetary constraints for the projects. The most initial costs of sewer 
and WWTP construction would be covered by bilateral/multilateral loans. IFI loans provide low-cost 
project financing. The loan scheme typically contains a subsidy component such as below-market 
interest rates, credit risk guarantees etc.  
 
Loan conditions include the planned maximize incentives for efficient service (tariff structures, 
financial performance measures).  Grace and repayment periods are longer compared to commercial 
loans, and the loan period matches expected lifecycle of facilities.  
 
(3) Public-Private Partnership (PPP) finance 
 
The PPP is the third financial option to fund the sewerage projects to mitigate the budgetary and debt 
ceiling constraints. Implementation of PPP is however complex and requires strong will and capacity 
of the government.   
 
Facility related risks shall be managed by private which may bring better quality of services.  
Tender procedure of PPP may take longer time compared to grant and loan finance, because additional 
supports from government are required for project approval, interacting RFP and lender Due Diligence. 
Expert resources for preparation including the capacity development on PPP procedures are also 
required, and the relevant regulations such as availability payment for PPP need to be formulated.  
     
As there is no long-term Rupiah fund (more than 10 years) in financial market in Indonesia, the private 
is willing to access to international financial market in which the investors are exposed to the foreign 
exchange risk.    
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Chapter‐4	Analysis	of	Strategic	Issues	
 
In Chapter-IV of RPJMD, strategic issues are described in three sections.  

 
CHAPTER-IV ANALYSIS OF STRATEGIC ISSUES 
 4.1. Regional Development Issues 
 4.2. Strategic issues   
 4.3. Other issues that should be considered 
 

The problems of environmental pollution are the most crucial issues in DKI Jakarta with negative 
impact on the sustainable development of the city that needs to be resolved in a comprehensive manner. 
There are three groups of problems of environmental pollution in DKI Jakarta, namely waste 
management, wastewater management and handling of air pollution. Among them, the issues on the 
wastewater management are summarized below. 

 

4.1	Regional	Development	Issues:	Wastewater	Management	
 
Improvement of river and groundwater quality is a major prerequisite in achieving sustainable urban 
development. River water is polluted by disposal of domestic wastewater to canal/river without proper 
treatment, and groundwater is contaminated mainly by the penetration of black water to the ground. 
The pollution loads to the water environment in Jakarta is getting serious due to the increase of 
population and activities. The fundamental issues in improvement of water qualities include: 1) limited 
service coverage of sewerage systems and urban sanitation, 2) limited use of standardized septic tanks 
and regular desludging services, 3) lack of national and regional regulation on wastewater 
management, and 4) lack of social awareness and willingness to improve the water quality.  
  
(1) Limited coverage of sewerage systems and urban sanitation 
 
Coverage of centralized sewerage systems is very limited only 4% at Zone-0 in 2015.  Decentralized 
treatment system such as local system with ITP and communal system has not been widely installed.  
Access to the improved sanitation in urban was totally 73% according to the WHO/UNICEF Joint 
Monitoring Programme (JMP) for Water Supply and Sanitation (2010),that means in Jakarta around 
20%  population (700,000 people) defecates in fields, rivers and beaches.  Therefore not only the 
development of sewerage systems but also improvement of urban sanitation to stop the open 
defecation is significant and urgent issues handled by the DKI Jakarta.    
 
(2) Limited use of standardized septic tanks and regular desludging services 
 
The most commonly installed wastewater treatment system in Jakarta today is domestic septic tanks. 
Inappropriately designed or constructed conventional septic tanks however allow the black water 
penetrate into groundwater which causes the serious pollution. Also regulate desludging system of 
septic tank is not strategically established. Without regular desludging, the treatment efficiency of 
septic tank is considerably decreased from 75% BOD removal to nearly zero. Therefore replacement 
or change of the conventional septic tank (CST) to the modified septic tank (MST), as well as 
implementation of regular desludging are crucial to improve the environmental water quality. 
 
(3) Lack of regulations on wastewater management 
 
The concerns and awareness of the residents on the necessity of proper wastewater management is 
generally low, therefore laws and regulations are indispensable to improve the access to the services 
such as connection to sewers, regular desludging, and payment of tariff. At present, there are only 
Sanitation Law at the national level and PD PAL Jaya’s regulations at the regional level.  
Promulgation of the regional legislative framework is urgent and important task.         
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(4) Lack of awareness and willingness to improve water quality 
 
As Indonesian culture, people throw waste into the water to wash out the stain of their past misfortune. 
For this custom, people have a consciousness that discharge of wastewater directly to the river is quite 
natural, which is one of the factors impeding the development of proper wastewater treatment. 
Therefore social awareness and willingness to treat wastewater for water quality improvement need to 
be raised through socialization and public relations activities.  
 

4.2	Strategic	Issues	
 
As described above, improvement of water quality is the one of urgent and important issues in Jakarta. 
Apart from the financial constraints, technical conditions for the immediate construction of sewerage 
systems in DKI Jakarta are very difficult.  
    
(1) Construction of sewer pipes 
 
The M/P 2012 calculated the total length of the main sewers in the phase-1 zones (from Zone-1 to 10 
except Zone-9) around 1,100 km. If the projects are implemented under the acceleration plan, 200km 
or more length of sewer pipes need to be installed.  The installation of sewer pipes along roads may 
deteriorate the serious traffic congestion in the central Jakarta. Sewer construction is not easy due to 
high groundwater level especially in north Jakarta. For installing the sewer pipes and inspection 
cambers, soil improvement is necessary, which adds time and costs to the projects. 
 
(2) Construction of WWTPs 
 
Prerequisites for construction of WWTPs are land acquisition, environmental permission, and public 
consultation to the neighboring residents, which may require one year or more. The construction 
period for one WWTP is toughly estimated 3 years, one year of foundation works, one year of civil 
works and one year of mechanical/electrical installations.  Adding 1.5 to 2 years of the engineering 
services such as detailed design and tendering procedures, the total schedule for the WWTP 
construction requires minimum 5 years.  Intensive rush works to accelerate completion of construction 
may cause the rise in construction costs and deterioration of quality.     
 
(3) Construction of House Connections 
 
Construction of house connections takes long time. It is impossible to be done immediately after 
completion of construction of sewer and WWTP construction and starting the service operations. As 
the implementation of house connection requires the payment by the beneficiary, the local government 
shall guide and enforce the implementation.  Under the present situation, the necessity of connection 
to sewers and payment of sewerage tariff is not understood by the residents in Jakarta. Effective and 
continuous public relations activities by DKI Jakarta are required.  
 
(4) Treatment Efficiency (BOD and P removal)  
 
NCICD master plan requires improvement of water quality by 2030 before closure of Jakarta Bay with 
the Giant Seawall by means of acceleration of implementation of sewerage systems and wastewater 
management.  The requirements of water quality improvement were reduction of 75% of current BOD 
load to avoid oxygen depletion and mass fish starvation, and reduction of 90% of the present 
phosphorous (P) load to avoid the toxic blue-green algae proliferation and excessive water hyacinth 
growth. Since the BOD removal by existing septic tanks without regular desludging is considerably 
low, establishment of regular desludging system to improve the BOD removal rate is vital important. 
Also treatment processes of septic tank and conventional WWTP such as Activated Sludge (AS) are 
very low P removal rate, thus advanced water treatment process is to be considered.         
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Chapter‐5	Vision,	Mission	and	Objectives		
 
Chapter-V describes the broad and sector-specific development vision, mission and objectives 
which are guided by the major development issues identified in the previous chapters.   

 
CHAPTER-V VISION, MISSION AND OBJECTIVES 
 5.1 Vision   
 5.2 Mission   
 5.3 Goal and Target  
 

The Vision and Mission of the next RPJMD will be developed by the higher level of DKI Jakarta.  
This chapter hence describes only Goal and Target of sector-specific which may be linked to the 
one of mission statements.  Those objectives will be closely guided by the major development 
issues and strategic directions which were discussed in the previous chapters.     

 

5.1	Vision	
The Vision and mission of RPJMD should be harmonized to that of the long-term vision described in 
the Regional Long Term Development Plan (RPJPD) of Jakarta 2005-2025.  
   
The vision of RPJPD of Jakarta 2005-2025 is: “Jakarta: Safe, Confortable, Prosperous, Productive, 
Sustainable and Global Competitive capital of NKRI”.  
Mission of RPJPD is: 

1. Increasing capacity and quality of regional infrastructure; 
2. Increasing strong economy and quality; 
3. Building the resilience of social and cultural rights; 
4. Increasing carrying capacity and efficient utilization of environment and natural resources; 
5. Increasing capacity and quality of government; and 
6. Strengthening regional innovation and creativity. 

 
Relevant vision and mission of the next medium term development in 2018-2022 will be formulated in 
consideration of the long-term development stages, potential, problem, challenges and strategic issues.  
  
Medium Term Development Vision Jakarta of Year 2018-2022 is: 
“            “. 
 
It can be explained that the Jakarta city is: 
  
  
  
  
  

 

5.2	Mission	
 
To realize the Vision of Medium Term Development of DKI Jakarta 2013-2017, the following five 
missions are formulated: 

1.  
2.  
3.   
4.   
5.   
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5.3	Goal	and	Target	per	Mission	
 
Goals and targets will be set for implementation of sector development activities to realise the vision 
of regional development for five years. To achieve a better quality of living environment, the 
appropriate goal and target of specifically wastewater management will be described as follows:   
 
Mission: 
Making Jakarta as a city that is free from the chronic environmental problems such as water pollution, 
floods, slums, garbage and others 
 
Goal: 

□ Enact wastewater management in DKI Jakarta 
 
Target: 

□ Increase of wastewater treatment in DKI Jakarta 
□ Reduce environmental water pollution in DKI Jakarta 

 
The relationship between goal, target, programme indicators and initial and final conditions for each 
implementation is described in Table 5.1. 
 
Table 5.1 Linkage of Vision, Mission, Goals and Objectives 
 

Goal  Target  Indicator (Impact) 
Initial 

Conditions 
Final 

Conditions
To enact 
wastewater 
management in DKI 
Jakarta 

Increase of wastewater 
treatment in DKI Jakarta 

Percentage of coverage 
area services by 
wastewater treatment 
system 

8%  65%

Reduce environmental 
water pollution in DKI 
Jakarta 

Number of SANIMAS 
implemented 

19  1,000

Number of Truck for 
Regular desludging 

31  500
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Chapter‐6	Strategy	and	Policy	Direction	
 
Chapter-VI describes the broad and sector-specific development vision, mission and objectives 
which are guided by the major development issues identified in the previous chapters.   

 
CHAPTER-VI STRATEGY AND POLICY DIRECTION 
 6.1 Strategy   
 6.2 Direction     

 
The strategy is a step to solve problems that are important and urgent to be implemented within a 
period of five years having a great impact to achieve the vision, mission, goals, and targets.  
The policy direction is a guideline for the selected strategy to be more focused in achieving the 
goals and targets during the period of RPJMD 2018-2022. The policy direction will guide the 
strategy to be consistent with the direction and not contrary to applicable legislation.  

 

6.1	Strategy	
 
Strategy in the sewerage sector for the achievement of the relevant Mission is summarized as follows: 
 
Development of the infrastructure of wastewater management 
This strategy is to improve the treatment efficiency of domestic wastewater by implementing the 
infrastructure of wastewater management in efforts to achieve clean water environment in Jakarta. 
Operational strategies include: i) Development of centralized sewerage systems, ii) development of 
decentralized wastewater management with communal sanitation systems, iii) Improvement of 
treatment performance of septic tanks, and iv) implementation of socialization and public relations 
activities for awareness raising and sanitation behavior change. 
 
Integration of centralized and decentralized wastewater management 
This strategy aims to accelerate the implementation of wastewater management infrastructure and to 
maintain the consistency and compatibility of centralized and decentralized system which will be 
connected in future. The implementation of centralized sewerage system and improvement of 
decentralized wastewater management will be in parallel starting from the priority areas and extending 
the capacity gradually.  
 

6.2	Direction			
 
The relationship between target, strategy and policy directions is described in the following table: 
 
Table 6.1 Target, Strategies and Policy Directions of Jakarta DKI 

No  Target  Strategies  Policy directions 
  The availability 

of Improved 
wastewater 
management 

Development of 
centralized sewerage 
system 

Increasing the scope of centralized sewerage system 
services through the construction of pipelines and 
WWTP centralized systems

Development of 
optimum decentralized 
wastewater treatment 
system 

Encouraging domestic wastewater treatment of 
settlements, among others through the Development 
of Communal WWTP/SANIMAS, Socialization of the use 
of septic tanks and environmental protection, and Local 
IPAL System Development / Improvement 
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Chapter‐7	Development	Programme	and	Priority	Projects	
 
Chapter-VII in RPJMD deals more broad intervention for the regional development as follows.   

 
CHAPTER-VII GENERAL POLICY AND REGIONAL DEVELOPMENT PROGRAMME 
 7.1 General Policy Development   
 7.2 Priority Programme of Regional Development   
 7.3 Leading Programme    

 
If following the contents of RPJMD as above, the description will be too broad rather than sector-
specific. Therefore this chapter, not following the TOC of RPJMD, describes the selection of 
priority zones for the next midterm development, and other planned interventions which can be 
implemented for the next five years.  

 

7.1	Selection	of	Priority	Sewerage	Zones	
 
7.1.1 Criteria for Prioritization 
 
(A) Review of M/P 2012  
 
Before developing the selection criteria, the criteria and evaluation process in the M/P 2012 were 
examined. As listed in the table below, the M/P developed 8 criteria which were based for the 
evaluation of 14 sewerage zones in Jakarta excluding Zone-0.   
 
Table 7.1 Criteria for Selection of Priority Zones in JICA M/P 2012 

  Factor  Remark 
1  Population density is high.   Pollutant load is high.
2  WWTP site shall be secured inside the sewerage zone.  Construction and O&M cost are low. 
3  Sewer  trunk  lines  are  shorter  and  river  crossings 

should be avoided as much as possible. 
Construction and O&M cost are low. 

4  There are many commercial establishments who can 
afford  to  pay wastewater  charge  after  the  proposed 
project is implemented.

Easier to collect wastewater charge in the future.

5  There are the existing sewerage systems. Easier to collect wastewater charge in the future.
6  Socio‐economic conditions are not good.  Water borne disease ratio and pollutant load are high
7  River water quality is not good (BOD is high).  Pollutant load is high.
8  Groundwater quality is not good (E‐coli is high).  Possibility of contamination by domestic wastewater is 

high.
 
Table 7.2 Evaluation Summary of Prioritization in JICA M/P 2012 

Zone No. 
Indicator

Total  Rank 
1  2 3  4 5 6 7 8

1  13  14 13  14 1 3 11 10  79  1
2  2  3 13  1 1 1 11 11  43  14
3  8  14 13  4 1 2 11 2 55  11
4  14  14 13  11 1 4 2 6 66  6
5  10  14 13  13 1 5 6 13  75  4
6  12  14 13  12 1 8 11 7 78  2
7  4  14 13  12 1 12 4 12  62  8
8  9  14 13  5 1 9 3 14  68  5
9  1  14 13  3 1 3 14 9 66  6
10  11  14 13  8 1 14 14 8 76  3
11  7  3 13  10 1 14 11 4 62  8
12  6  14 13  6 1 10 2 1 53  13
13  5  3 13  9 1 6 14 3 54  12
14  3  14 13  7 1 14 5 5 62  8
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Evaluation is done by ranking the relevancy of each factor above, and the score has been given based 
on the rank of relevancy to the factor. As the result, the zones of the highest priority, Zone-1 and 6, 
have been selected as the short-term project areas.  
 
(B) Criteria for Midterm Sewerage Plan  
 
Referring the criteria of M/P 2012 and considering the latest situations in DKI Jakarta, the following 
criteria have been suggested by the JICA consultant team:   
 

Table 7.3 Suggested Criteria for the Midterm Sewerage Development Plan 2018‐2022 

  Indicators  Remark 
1  Consistency with NCICD (location of zone) Located in coastal and western side.  

2  Capital and operational costs (pipe &WWTP) Capital & operational costs are low.  

3  Service revenue (ratio of Revenue‐Gross Floor Area) Revenue‐GFA  ratio  is  high  (=  higher  revenue 
expected)

4  Investment efficiency (sewer construction cost per 
wastewater volume)   

Sewer cost/WW volume is low ( = higher efficiency)

5  Land availability   Land for WWTP has been secured. 

6  Environmental impacts (water quality)  Pollution load is high (= effectiveness is high) 

7  Difficulty of underground penetration (land 
subsidence & groundwater level) 

Land subsidence is large, groundwater level is high (= 
low penetration i.e.  likely more polluted by septage) 

 
7.1.2 Evaluation of Each Sewerage Zone 
 
In order to prioritize the 6 sewerage zones (Zone-2, 3, 4+10, 5, 7, 8) which indicated in the Governor 
Regulation No.41/2016, the evaluation is conducted using the criteria in the following way: 
 

(a) Quantitative or qualitative evaluation is conducted in 6 sewerage zones for each criterion. 
(b) For each criterion, the priority rank is given. 
(c) For the rank of each zone, score is put according to the rank and the weight as follows:  

 Basic score 
1st Rank: 10 points 
2nd Rank: 8 points  
3rd Rank: 6 points 
4th Rank: 4 points 
5th Rank: 2 points 
6th Rank: 0 points. 

 Weight  
W=1: weight is 1, i.e. the score is basic score multiplied by 1. 
W=2: weight is 2, i.e. the score is basic score multiplied by 2.  

 
For example of the criterion no.1 consistency with NCICD, zones in north-west of Jakarta is 
highest priority so ranked as 1, basic score is 10. The total score is multiplied by the weight 2, 
therefore the zones in north-west is scored 20 points.  

 
Table 7.4 (1) Consistency with NCICD (location of zone)  

Zone No.  Location of the zone  Rank  Score‐1 (w=2) 

2  North‐west 1 20 
3  West 3 12 

4+10  East 6 0 
5  North‐east 4 8 
7  North‐west 1 20 
8  North‐east 4 8 
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Table 7.5 (2) Capital and Operational Costs (pipe &WWTP) 

Zone No.  Construction cost (million IDR)  Rank  Score‐2 (W=1) 

2  1,158,206 1 10 
3  3,725,914 2 8 

4+10  9,598,989 6 0 
5  4,157,230 4 4 
7  3,991,345 3 6 
8  5,651,647 5 2 

Source: JICA M/P (2012) 
 
Table 7.6 (3) Service Revenue (Ratio of Revenue‐Gross Floor Area) 

Zone No. 
Gross Floor Area 

(m2) 
Potential Revenue
(Billion IDR/yr) 

Ratio of Revenue‐
GFA 

(1.000 IDR/yr/m2)
Rank  Score‐3 (w=2)

2  15,643,000  80 5.2 3  12

3  39,731,000  165  4.2  6  0 

4+10  104,702,000  64 + 472 5.0 + 5.2 4  8
5  57,653,000  347 6.0 2  16
7  48,634,000  228 4.7 5  4
8  53,516,000  332 6.2 1  20

Source: Jakarta Sewerage- Implementation Plan, INDII (2017) 
 
Table 7.7 (4) Investment Efficiency (Sewer Construction Cost per Wastewater Volume)  

Zone No. 
Construction Cost 

(million IDR) 
WW volume 

(m3)
Unit Cost 
(IDR/m3)

Rank  Score‐4 (W=1)

2  663,456  23,847 27,821 6  0
3  1,799,383  115,440 15,587 4  4

4+10  3,812,725  294,407 12,951 2  8
5  1,655,209  127,217 13,011 3  6
7  2,071,008  110,824 18,687 5  2
8  2,215,982  176,022 12,589 1  10

Source: JICA M/P (2012) 
 
Table 7.8 (5) Land Availability  

Zone No.  Site  Area (ha) Availability  Rank  Score‐5 (w=1)

2  Muara Angke 0.8 Under discussion 2  5
3  Hutan Kota Srengseng 4 Under discussion 2  5

4+10  Pulo Gebang  8.7 Available 1  10
5  Hutan Kota Waduk Sunter Utara 4.6 Available 1  10
7  Kamal‐Pegadungan 3.9 Available 1  10
8  Rencana Waduk Marunda 6.0 Available 1  10

 
Table 7.9 (6) Environmental Impacts (Water Quality) 

Zone No. 
River water  
BOD (mg/l) 

Rank 
Groundwater 
E‐coli (x106) 

Rank  Score‐6 (w=1)

2  60  2 1175.4 4  12
3  60  2 217.2 6  8

4+10  86  1 673.7 5  12
5  50  3 1433.0 2  14
7  32  4 1177.9 3  10
8  30  5 1670.4 1  12

Source: JICA M/P (2012) 
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Table 7.10 (7) Difficulty of Underground Penetration (Land Subsidence, Groundwater Level)  

Zone No.  Inundation level (m)  Rank 
Groundwater 
depletion (m)

Rank  Score‐6 (w=1) 

2  0 ~ 1.50  2 ‐0.2 ~ 0.4 1  18
3  0  6 1.2 ~ 1.4 6  0

4+10  0 ~ 1.50  4  0.2 ~ 1.0  5  6 

5  0 ~ 0.70  5 0 ~ 0.4 4  6
7  0.10 ~ 1.50  1 ‐0.2 ~ 1.2 3  16
8  0.10 ~ 0.70  3 ‐0.2 ~ 0.4 2  14

        Source: Inundation Area Map (BPBD 2015), Jakarta flood (UNOCHA 2014), Map of groundwater level decline (DPE 2015) 
 
Summary of Evaluation 
 
The summary of each score for the criteria is shown in table below. Zones with the higher total score are 
considered as higher priority.   
 
Table 7.11 Summary of Evaluation for Priority Zones  

Zone No.  S‐1  S‐2  S‐3  S‐4  S‐5  S‐6  S‐7  Total  Priority 

2  20  10  12 0 5 12 18  77  1
3  12  8  0 4 5 8 0  37  6

4+10  0  0  8 8 10 12 6  42  5
5  8  4  16 6 10 14 6  66  4
7  20  6  4 2 10 10 16  68  3
8  8  2  20 10 10 12 14  76  2

 
 
7.1.3 Result of Prioritization (Suggested Priority) 
 
As the result of the evaluation, Zone-2 and 8 is the1st priority, Zone-7 and 5 is 2nd, then Zone-4+10 is 3rd, 
and Zone-3 is 4th priority as shown below.  
 
 
 

Priority Zone 

Short‐term  0, 1, 6 

Mid‐term 
Priority 1 

2, 8 

Mid‐term 
Priority 2 

7, 5 

Mid‐term 
Priority 3 

4+10 

Mid‐term 
Priority 4 3 

Long‐term 
9, 11, 12,  
13, 14 

  
 
 

Figure 7.1 Priorities for Midterm Sewerage Development Plan  
 
N.B. This evaluation and priority are based on consultation between the JICA consultant team and the Task 
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Force. The final priority will be determined by BAPPEDA and other DKI institutions.   
 

7.2	Selection	of	Priority	Areas	of	Decentralized	WW	Management	
 
The priority of the sewage zone above is not related to the object of the decentralized wastewater 
management. Priority areas for decentralized wastewater management are suggested but not limited: i) 
areas where the population density is high but urban sanitation facilities are not adequately developed, 
ii) areas where contamination of the river or groundwater is remarkable due to the open defecation, 
and iii) areas where existing facilities are remarkably deteriorated. 
 
In the zones for urban development projects financed by the private developers, installation of proper 
decentralized wastewater treatment facilities shall be obligatory included to the design and installation 
which in future will be connected to the centralized sewerage system of DKI Jakarta. 
 
The zones for improvement of treatment efficiency of septic tanks by updating the septic tank and/or 
establishing the regular desludging system will be determined by PD PAL Jaya in consultation with 
DKI Jakarta. 
 

7.3	Midterm	Programmes	for	Wastewater	Management	
 

Programmes grouped by mission-based strategic issues for the next midterm period are as follows: 

 
Centralized Wastewater Management (Off-site) 

 Construction of sewerage systems 

 Engineering service and tender process 

 Preparation and procedures before the implementation (AMDAL, land acquisition and survey, 
socialization etc.) 

 O&M of WWTPs and sewers in service 

 
Decentralized Wastewater Management (On-site) 

 Implementation of Communal WWTP/SANIMAS systems 

 Regular desludging of septic tanks 

 Construction of sludge treatment plants  

 Socialization and public relations activities 
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Chapter‐8	Indication	of	Implementation	Plan	
 
In Chapter-VIII, it is delivered the detailed programmes to be implemented over the five years from 
2018 to 2022.     

 
CHAPTER-VIII INDICATION OF IMPLEMENTATION PLAN 
 8.1 Issues Public Works   

 
In addition to the above, the section 8.2 will discuss the implementation schedule and the rough 
estimation of annual budget required for the sewerage development which were proposed by the 
JICA consultant team.   

 

8.1	Public	Works:	Wastewater	Management	
 
Programmes to be implemented related to wastewater management are as follows: 
 
(1) Centralized Sewerage Implementation Programme  
 
Indicators that will be achieved, among others, the percentage of centralized sewer systems 
implemented; the increased number of sewerage zones where AMDAL/EIA process are carried out; 
the number of zones where E/S and tender process are ongoing; and the number of zones where the 
construction of sewer and/or WWTP has been started. 
 
(2) Decentralized Wastewater Management Programme 
 
Indicators to be achieved include increased number of communal wastewater treatment plant with the 
capacity of 200 households implemented; increased number of village where the communal-led 
sanitation system (SANIMAS) installed; and increased number of trucks for regular desludging of 
septic tanks.  
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8.2 Step‐Wised	Implementation	Plan		
 
In order to implement the sewerage projects within a limited budget, it is more practical to reduce the 
financial demand, by constructing the trunk sewer and WWTP in priority, and then in subsequent years 
constructing the secondary/tertiary sewers and house connections which are financed by the local 
government and payment of the beneficiaries.    
 
In addition, the project is not targeting the entire sewerage zone, but started the implementation of 
trunk sewer from high priority areas.  The capacity of WWTP also responds to the increase in the 
volume of wastewater collection due to the installation of the sewer pipelines. A strategic facility 
design and implementation plan that increases the capacity in stages is essential.  
 
In the step-wised plan, for example, the construction of trunk sewer in the business area and WWTP is 
scheduled in Phase 1, and the construction of the sub-trunk and trunk sewer in the adjacent areas is 
planned in Phase-2. And then the secondary/tertiary sewer and house connection is planned to be 
constructed in the following phases or future projects.  
 
Regarding the WWTP, considering the gradual increase in collected wastewater volume due to the 
installation of sewer pipes, the planned water volume and water quality shall be set so that the facility 
at the initial stage of construction will not be excessive capacity. The sewerage facilities shall be 
gradually extended corresponding to updating and improving the operation method. 
 
 

Construction Phase 

Step‐wised development of interceptor sewer
Collected wastewater: Gray water 
Phase‐1: Trunk sewer in business center & WWTP 
Phase‐2: Sub trunk sewer & trunk sewer in the 
adjacent areas 
2nd & 3rd sewer and house connection 
is implemented in future projects 

 
Case 1: Whole trunk sewer & sub‐trunk sewer
(secondary/tertiary sewer)  are constructed

Case 2: Sub‐trunk sewer follows the trunk sewer 
construction with 4‐year delay 

  

 
 (Preparatory Survey on Central Sewerage Treatment System in Jakarta, JICA 2013) 

Figure 8.1 Concept of Step‐wised Sewerage Development 
 

 

The following figure and table show an example of step-wised implementation plan of Zone-6, which 
were developed under the F/S in 2013 when the NCICD and Governor Regulation 41/2016 had not 
been formulated. The sewerage zone was divided into four sub-zones, and planned to implement in 
four phases in totally about 30 years.  
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Figure 8.2 Sub‐zones and phasing of Zone‐6 Sewerage Development 

 
 
Table 8.1 Step‐Wised Implementation Schedule of Zone‐6 in F/S (2013) 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044

0.　PROJWCT PREPARATION ★

Ⅰ.　WWTP

Phase 1 4

Phase 2 3

Phase 3 3

Phase 4 (Ultimate phase) 3

Ⅱ.　Sewer

(1) Trunk sewer

Phase 1 4

(2) Main, Secondary and Tertiary sewer

Phase 1 7

Phase 2 7

Phase 3 7

Phase 4 (Ultimate phase) 7

Ⅲ.　House connection

(1) Connection pipe for household

Phase 1 8

Phase 2 8

Phase 3 8

Phase 4 (Ultimate phase) 8

(2) Connection pipe for non-household

Phase 1 5

Phase 2 5

Phase 3 5

Phase 4 (Ultimate phase) 5

[Service coverage ratio] 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 14% 22% 30% 38% 43% 50% 58% 66% 69% 75% 82% 88% 91% 94% 97% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

[Wastewater flow rate] 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 3% 6% 8% 10% 19% 26% 32% 38% 48% 54% 61% 67% 76% 81% 86% 92% 95% 97% 98% 100% 100% 100% 100%

Items year

Source: JICA F/S Team 

N

tT

tT WWTP Duri Kosambi

Legend

Phase-1

Phase-2

Phase-3

Phase-4

4

4

4

2

3

1
Phase Service Area (ha)
Phase‐１ 1,183 (20%)
Phase‐2 1,904 (32%)
Phase‐3 1,421 (24%)
Phase‐4 1,367 (24%)
Total 5,875 (100%)

 
Source: JICA F/S Team 

PROJECT 
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8.3 Implementation	Schedule	and	Annual	Budgets		
 

8.3.1 Implementation Scenarios 
 
In order to develop the implementation schedule and to estimate the annual budget for the sewerage 
development projects, two alternative scenarios are proposed by the JICA consultant team for the next 
Mid-Term Sewerage Development Plan. 
 
Two alternative scenarios in developing the implementation schedule and estimating the engineering 
services (E/S) and construction costs that account for a large proportion of the project budget.   
One scenario (Plan-A) plans to achieve the target of 65% served with sewerage systems by 2022, in 
accordance with the Governor Regulation No. 41/2016; while the other scenario (Plan-B), based on 
the concept of the step-wised development plan, illustrates the gradual implementation of sewerage 
systems rather than constructing 100% of facilities at once.  
 

PLAN-A (Acceleration)  
In line with the Acceleration Plan and the Governor Regulation 41/2016, completion of the 
construction of WWTP, main sewer (interceptor) and pumping stations of Zone-1 & 6 and the 
sewerage zones of phase-1(Zone-2, 3, 5, 7, 8, 4+10) shall be before 2022. It is expected the 
WWTP in all the zones will start operation before 2022. Secondary and tertiary sewers and house 
connections are all installed in the next 5 years.  
 
PLAN-B (Step-wised) 
Target year of the completion and commencement of service of phase-1 sewerage zones is 2030 
when the outer seawall of NCICD will close the Jakarta Bay. Also the step-wised development is 
applied for the implementation of the sewer and WWTP. An assumption has been made for rough 
estimation of annual cost that the Main sewer is constructed in 5 to 6 years or more starting from 
priority sub-zones, the secondary and tertiary sewer will be implemented after the main sewer in 
10 years. The construction of WWTP is also step-wised, the first phase construction will require 
70% of total construction cost and after 5 years from completion the second phase will start to 
increase the capacity of WWTP. 

 
 
8.3.2 Implementation Schedule 
 
For the two alternative scenarios, the implementation schedule and cost estimation for the Zone-1, 6, 
and the 6 priority zones (Zone-2, 3, 5, 7, 8, 4+10) as shown in the tables below. The schedule has been 
developed regardless of the availability of financial resources for all sewerage projects.  
  
N.B. The order of implementation of the 6 priority zones after Zone-1 and 6 is planned according to 
the result of the prioritization explained in Chapter-7. However the priority is suggestion from the 
JICA consultant team and hence will change in line with the finally decided priority after the 
consultation within DKI and related institutions.  
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Table 8.3 Mid‐term Sewerage Implementation Plan in DKI Jakarta (Acceleration Plan) 

 

 

Table 8.4 Mid‐term Sewerage Implementation Plan in DKI Jakarta (Step‐Wised Plan) 

 

 
  

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

WWTP

Sewerage Zone 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

Sewer & PS

: Detailed Design of WWTP : Detailed Design of Sewer and Pumping Stations

: Construction of WWTP : Construction of Sewer (First Step: Interceptor Pipe)

Source：JICA Consultant Team based on the MLIT report : Construction of Sewer (Second Step: Secondary & Tertiary pipe and house connection)

8

2

3

7

4

10

5

5

8

1

6

1

6

2

3

7

10 (including 4)

Sewerage Zone
【PH‐1 of Mid‐Term Plan】 【PH‐2 of Mid‐Term Plan】 【Long Term Plan】

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

WWTP

Sewerage Zone 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

Sewer & PS

: Detailed Design of WWTP : Detailed Design of Sewer and Pumping Stations

: Construction of WWTP : Construction of Sewer (First Step: Interceptor Pipe)

Source：JICA Consultant Team based on the MLIT report : Construction of Sewer (Second Step: Secondary & Tertiary pipe and house connection)

5

8

6

2

3

7

4

10

5

8

1

1

6

2

3

7

10 (including 4)

Sewerage Zone
【PH‐1 of Mid‐Term Plan】 【PH‐2 of Mid‐Term Plan】 【Long Term Plan】
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8.3.3 Annual Budget 
 
Estimated annual budgets for both scenarios of sewerage development which responds to the above 
implementation schedules are illustrated below.   
 

 
Figure 8.3 Estimated Annual Budget for Priority Sewerage Zones 

 
 
In the acceleration plan, the annual budget for implementation of all priority zones requires very high 
financial investment, maximum 8.4 Trillion IDR in the year 2020. On the other hand, in the step-wised 
plan, the financial demands are averaged more or less 3 Trillion IDR annual.     
 
Those costs are only included the E/S and construction of WWTP, sewer pipes and house connections 
based on the M/P 2012. All the construction costs require the revision considering the price escalation, 
improvement of construction technologies and the adoption of the advanced wastewater treatment.   
 
Apart from the costs for E/S and construction of sewerage systems, the budget for the preparatory 
activities carried out by the DKI officers related to the sewerage projects shall be included in the 
annual budget, such as the environmental impact assessment (EIA), land acquisition of WWTPs and 
pumping stations, socialization and public awareness raising activities.  
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Chapter‐9	Performance	Indicators	
 
This chapter provides the list of indicators to make the RPJMD more objective and accountable. The 
indicators shall be measurable and quantitative so that the level of results can be clearly measured. 
The main contents of Chapter-IX are the table of performance indicators and annual targets.  

 
CHAPTER-IX PERFORMANCE INDICATORS    

 
The framework of the performance indicators and targets is a template of RPJMD which will be 
developed with the concept of the result based management. Each programme needs to be identified 
clear inputs and outputs.  The indicators are vital important for effective monitoring and evaluation 
(M&E).   

 
Indicators of performance of sewerage development and wastewater management in Year 2018-2022 
was formulated based on the results of the analysis of expected input and outcomes (programme 
performance). In order to provide a measurable overview of achievement of the programme activities, 
the performance indicators and annual targets were developed for each programme. The matrix of the 
performance indicators against the gains of the implementation of wastewater management activities 
in Year 2018-2022 outlined in the following table:  
 
Table 9.1 Determination of Performance Indicators and annual targets    

Programme 
PI (outcome) 

Initial 
condition
2017 

Performance Target Programme Performance 
Conditions end 
of Year 2022

2018  2019 2020 2021 2022 
Target  Target Target Target Target 

Percentage of 
centralized 
sewerage systems 

8% 
(Zone‐0, part 
of Zone‐1,6) 

33 
(Zone‐0,1,6, 

2,8) 

40 
(Zone‐0,1,6,

2,8,5) 

54 
(Zone‐0,1,6,
2,8,5,4+10)

60
(Zone‐0,1,6,
2,8,5, 4+10,

7)

65 
(Zone‐0,1,6, 
2,8,5,4+10, 

7,3) 

65% 

Number of Zones 
EIA procedures 

2 
(Zone‐1,6) 

2 
(Zone‐2,8) 

1 
(Zone‐5) 

1 
(Zone‐4+10)

1 
(Zone‐7) 

1 
(Zone‐3) 

8 

Number of Zones 
E/S & tender  
process 

2 
(Zone‐1,6) 

2 
(Zone‐2,8) 

3 
(Zone‐2,8,5)

2 
(Zone‐5,4+10)

2 
(Zone‐4+10,

7) 

2 
(Zone‐3,7) 

8 

Number of Zones 
construction  

1 
(Zone‐0) 

2 
(Zone‐1,6) 

2 
(Zone‐1,6) 

5 
(Zone‐1,6, 
2,8,5) 

5 
(Zone‐1,6, 

2,8,5 

6 
(Zone‐1,6, 
2,8,5,4+10) 

6 

Number of 
Communal WWTP 
@200HH 

 
4  4  4  4  4  20 

Number of 
SANIMAS 

19  81  200  200  250  250  1000 

Number of Truck 
for Regular 
desludging 

31  69  100  100  100  100  500 

	
N.B. Regarding the percentage of the centralized sewerage systems, it was not calculated based on the 
completion of the construction but was calculated in accordance with the status of intervention and 
implementation of the sewerage projects.   
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Chapter‐10	Transition	Guidelines	and	Implementation	Rules		
 
RPJMD 2018-2022 is a key element of comprehensive regional development planning framework, 
therefore adequate provisions need to be considered within the RPJMD formulation process to 
ensure appropriate transition and implementation by regional government. The Chapter-X outlines 
the guidelines for transition while the former provincial governor of Jakarta is replaced to the 
successor and the roles of implementation to maintain the continuation of the plan.       

 
CHAPTER-X TRANSITION GUIDELINES AND IMPLEMENTAION RULES 
 10.1 Guidelines for Transition   
 10.2 Rules of Implementation    

 

10.1	Guidelines	for	Transition	
 
The expiration of the RPJMD (2013-2017) will be the same time of the end of official term for the 
provincial governor of Jakarta, October 2017. For the smooth transition of the previous and next 
RPJMD, The essential objective of the policy directions of the Long Term Development Plan (RPJPD 
Jakarta 2005-2025) and the National Medium Term Development Plan (RPJMN 2015-2019) shall be 
referred to maintain the continuity of regional development and governance.  
 

10.2	Rules	of	Implementation	
 
Guided by the vision, mission and programmes of RPJMD, each head of SKPD will prepare a strategic 
plan SKPD for preparing the fiscal budget.  Not limited to the sewerage sector, the implementation 
rules of medium term development plan are as follows (as of the RPJMD 2013-2017):  
 

1. The Executive and Legislative Institutions Jakarta, supported by vertical institutions in the 
region of Jakarta, as well as the society, including the business community, is obliged to 
implement programmes in RPJMD Jakarta Year 2018-2022 as well as possible; 
 

2. The Governor of DKI Jakarta in carrying out the regional administration is obliged to direct 
the implementation of Jakarta RPJMD Year 2018-2022 by moving optimally all the potential 
and strength of the region; 
 

3. DKI Jakarta Provincial Secretary is obliged to coordinate the implementation of the Jakarta 
Provincial RPJMD Year 2018-2022; 
 

4. RPJMD is a guideline in drafting SKPD. Therefore all SKPD within the Jakarta Provincial 
Government is obliged to draw up strategic plan that includes the vision, mission, goals, 
strategies, policies, programmes, main activities, and seed development in accordance with 
their duties and functions and become a guideline for the working plan on education each 
year , based on the RPJMD to guarantee the consistency and continuity of the programme, 
activity and funding and are set by the head of SKPD and approved by the Governor. 
 

5. In order to improve the effectiveness of the implementation of the Jakarta Provincial RPJMD 
Year 2018-2022, Regional Development Planning Board (Bappeda) of Jakarta is obliged to 
guide the process of development planning, monitoring, facilitating and mediating in the 
drafting of DKI Jakarta Provincial SKPD; 
 

6. Translation of more RPJMD Jakarta Year 2018-2022 for each year is done through the 
preparation RKPD Jakarta; 
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7. According to PP No. 3 of 2007, the Governor shall submit a report description Fiscal Year End 

accountability and report information End of tenure liability which is based on the evaluation 
results to ensure consistency between policy and implementation and the results of local 
development plans, Jakarta Provincial Government to control and evaluate the implementation 
of RPJMD. In this case, control and evaluate the implementation of the Jakarta Provincial 
RPJMD Year 2018-2022 by each SKPD and coordinated by BAPPEDA DKI Jakarta. 
 

8. That the realization of the Vision, Mission, Policies and Programmes in RPJMD necessary 
instrument among other regional organizations and human resources (HR). RPJMD this 
guidance in drafting regional regulations on the Organizational Structure of the regional. 
 

9. In terms of controlling and evaluating the results RPJMD Jakarta Year 2018-2022 showed 
things that need to be adjusted Taking into account the variety of things that are beyond the 
control of the Government of Jakarta and is expected to hamper the implementation of the 
Jakarta Provincial RPJMD Year 2018-2022, the strategies, policies and programmes that have 
been formulated can be reviewed. Then, the results are consulted to DKI Jakarta Provincial 
Parliament for further consideration in the implementation process. 
 

10. In terms of implementation changes RPJMD annual target achievement but does not change 
the target of achieving the ultimate target of medium-term development, the establishment of 
RPJMD changes contained in respect RKPD year. 
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Annex‐1	Midterm	Plan	for	Decentralized	Wastewater	Management		
 
1.  DKI Government Policy 
 
DKI Governor Regulation No.41/2016 set forth the Development Plan for Decentralized Wastewater 
Management System as follows; 
 
Article 8 
 
(1) The plan for decentralized wastewater management of domestic waste water consists of: 

a. The modification of conventional septic tank that can treat both black water and gray water 
with the design that makes it easier for desludging; 

b. The development of communal IPAL; 
c. The implementation of regular desludging in all zones; 
d. Integration of Duri Kosambi sludge treatment facility and Pulo Gebang sludge treatment 

facility with the newly built wastewater treatment plants (WWTPs); and 
e. Integration of the on-site sludge treatment functions with WWTPs throughout all the zones. 

 
(2) Target ratio of domestic wastewater management services through decentralized wastewater 
management system until the year 2022 is 35% (thirty five percent). 

 
2. Actions to be taken by DKI Government during Mid-term Plan 
 
In order to materialize the DKI Government Policy as stated in the above 1, the following actions will 
be taken by the DKI Government. 
 

1) Preparation of Data Base of septic tanks in DKI Jakarta 
2) Implementation of communal WWTP/SANIMAS  
3) Regulation for establishing regular desludging system in DKI Jakarta 
4) Regulation for improvement of operations and maintenance of ITPs 
5) Strengthening the inspection of ITP performance 
6) Incorporation of the design of the pre-treatment facility for the on-site sludge into the design of 

the newly built WWTPs 
 

(The Detailed explanation on the actions recommended by JICA Team is provided in the attached 
‘Box-1’.) 
 
3. Required capacity for the on-site sludge treatment 
 
The required capacity for the treatment of the on-site sludge which to be reflected in the design of the 
pre-treatment facilities to be attached to WWTPs and the designing of the newly built WWTPs 
themselves is estimated to be 3,600m3/day. 
(The factors to be considered in estimating the required capacity is provided in the attached ‘Box-2’.) 
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 (Box‐1)  Detailed explanation on the actions recommended by JICA Team 
 
(1) Preparation of Data Base of septic tanks in DKI Jakarta 
DKI Government will prepare the data base of household septic tanks in entire DKI Jakarta. 
 
(2) Implementation of communal WWTP/SANIMAS 
DKI Government will implement the communal WWTPs with 200 HHs and SANIMAS with 50 HHs to improve 
the water quality and stop the open defecation around the rivers/canals. The selection of locations will be 
based on the population density, river and groundwater quality, status of existing facilities etc. The layout 
and design of facilities, pipes and treatment plant, shall be considered future connection to the centralized 
sewerage system.    
  
(3) Regulation for establishing regular desludging system in DKI Jakarta 
DKI Government will establish regulations enforcing the regular desludging of household septic tanks and 
individual treatment plants (ITPs) of commercial buildings and office buildings. Regulations will include the 
responsibility for regular desludging, qualification and training of desludging operators, and financing 
including tariff structure. 
 
(4) Regulation for improvement of operations and maintenance of ITPs 
DKI Government will establish regulations enforcing the improvement of operation and maintenance of ITPs 
of commercial buildings and office buildings by the building owners. Regulations will include the building 
owners’ responsibility, qualification and training of technical supervisors to be employed by the building 
owners and the operation and maintenance vendors. 
 
(5) Strengthening the inspection of ITP performance 
DKI Government will improve the inspection system of the performance of ITPs of commercial buildings and 
office buildings, including the creation of designated inspection agencies which will support BPLHD’s 
inspection. 
 
(6) Incorporation of the design of the pre‐treatment facility for the on‐site sludge into the design of the newly 
built WWTPs 
DKI Government will incorporate the design of the pre‐treatment facility for the sludge collected from the 
household septic tanks and ITPs of commercial buildings and office buildings (hereinafter referred to as ‘on‐
site sludge’) into the design of the newly built WWTPs to be built in Duri Kosambi, Pulo Gebang and other 
zones. For the zones in which there is no space to build such pre‐treatment facilities in the newly built 
WWTPs, and, for the zone in which the completion of the new WWTP in the near future is unlikely, erection 
of sludge relay station or direct injection of the sludge into the sewers after the appropriate pre‐treatment 
will be options. 
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(Box‐2) The required capacity of sludge treatment 
 
The treatment capacity of the on‐site sludge which shall be reflected in the design of the pre‐treatment 
facilities to be attached to WWTPs and the designing of the newly built WWTPs themselves shall be 
estimated based on the following factors; 
 
(1) Progress of house connection to the sewerage system.  
Households and buildings connected to the sewerage system no longer require desludging. Therefore, they 
are to be deducted from the required capacity for sludge treatment. If the interceptor sewer method is 
applied at the initial stage of the sewer system development, the households’ connection to the sewer 
system will be realized later but the commercial buildings and office buildings will be connected earlier. 
 
(2) Progress of the adoption of the regular desludging system 
The progress of enforcement of regular desludging depends on the strength of the DKI government policy 
and its acceptance by Jakarta citizens. 
 
(3) Estimation of the sludge volume from the regular desludging system 
If we assume that all the household septic tanks in DKI Jakarta remain existing in near future since none of 
households are connected to the sewer due to the interceptor method, and that all the households in DKI 
Jakarta are successfully persuaded to join the regular desludging program, the maximum volume of the on‐
site sludge collected (to be treated) is estimated as follows; 
 

Assumption  Calculation  Daily volume of sludge collection 
(Required treatment capacity)

All the septic tanks are desludged.  2m3×666,000÷365days 3,649m3 

 (Assumption) 

 Assuming that there are 2,000,000 septic tanks in DKI Jakarta. 

 The average size of household septic tanks : 2m3 

 Regular desludging is conducted once in three years interval so that the sludge is extracted when the 
volume of the accumulated sludge reaches on‐third of the whole tank volume. 

 All the contents (water + sludge) of the septic tank are emptied and transported to the sludge 
treatment plant and treated. 

 
The above figure (3,649m3/day) does not include the volume of the sludge to be collected from ITPs of 
commercial buildings and office buildings which may be substantial. In the M/P 2012, the maximum volume 
of sludge collected from ITPs were estimated to be 1,847m3/day (year 2030) based on the separate sewer 
system concept. However, on the one hand, under the interceptor concept, it is very difficult to predict how 
quickly buildings are connected to the sewer. On the other hand, the assumption that the regular desludging 
is unanimously applied to all the household septic tanks, may not be realistic.         
  
Therefore, in order to avoid the overinvestment, it would be safe to predict that the ITP sludge would offset 
the shortfall of the septic tank sludge and the maximum volume of on‐site sludge to be treated is about 
3,600m3/day, which is to be included in the Mid‐term Plan. 
 
(4)  On‐site sludge treatment capacity  
Currently, there are two existing on‐site sludge treatment facilities (Duri Kosambi and Pulo Gebang) in DKI 
Jakarta. Their capacities are; 

 Duri Kosambi  600m3/day 

 Pulo Gebang   600m3/day 
 

Therefore, the additional 2,400m3/day capacity for the on‐site sludge treatment, including pretreatment 
facilities, needs to be accommodated in the newly built WWTPs including the ones to be built in Duri Kosambi 
and Pulo Gebang. 
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資料 9 下水道事業の運営や実施に関する 

条例策定支援テキスト 
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